
施

る。

■ 様々な形態の

策

介護予防事業を実施し

の

て高齢者の参加を促し

概

、介護予防の必要性の

要

認識や正しい知識の向

柱

上を図る

。■ 認知症

立

は早めのケアやサポー

て

ト体制を整えることで

8

進行を遅らせることが

【

できる。そのため、「

く

介護予防チェ

ックリス

ら

ト（元気な高齢者を対

し

象に３年に１度実施）

】

」を活用し、認知症に

い

早く気づき、住み慣れ

つ

た地域で暮らし続

けら

ま

れる仕組みの構築やサ

で

ポートする人材の育成

も

を進め、医療機関や介

健

護保険につなげていく

康

。■ 住み慣れた地域

で

に継続して暮らせるよ

住

う、高齢者を見守る仕

み

組みの構築や、住まい

続

の確保に向けた相談・

け

連携体制を強化してい

ら

く。
方　　　針

■ 自

れ

宅での介護が特に困難

る

な特養入所待機者が、

安

１年以内に入所できる

心

床数を確保するため、

な

計画的に施設の整備

を

く

進めていく。■ 住み

ら

慣れた場所で人生を全

し

うできるよう、人生の

施

終末期を迎えるために

策

必要な医療や介護の連

群

携

体制を整える。

担 当

名

課 名 高・地域包括ケア

7

推進課（取りまとめ）

高

電 話 番 号 03-388

齢

0-5885 E-ma

者

il care-s@c

、

ity.adachi

障

.tokyo.jp

■

が

区内不動産協会と庁内

い

住宅部局と連携し、相

者

談者に寄り添った伴走

な

支援を実施している。

ど

■認知症の早期発見後

の

、地域住民や介護事業

生

所との協働が行われて

活

いる。

■介護予防事業

の

の開催場所として、ア

サ

リオ西新井、トヨタモ

ポ

ビリティ東京足立保木

ー

間店、足立成和信用金

ト

庫と協働を

協働・協創

体

している。

の 取 組 み ■

制

地域支援事業として介

を

護保険課から、地域包

充

括ケア推進課、高齢福

実

祉課へ予算配付し、さ

す

らに、一般介護予防事

る

業

の一部を地域包括ケ

施

ア推進課からスポーツ

策

振興課へ執行委任して

名

いる。

■絆づくり担当

7

課とも地域支援および

.

地域包括ケアシステム

1

構築に向けて連携・協

高

働している。

■【目】

齢

3(目標直結)【関】

者

介護予防ﾁｪｯｸﾘｽ

が

ﾄにより介護等が必要

住

となる高齢者を早期発

み

見し、適切な介護予防

慣

事業等

に繋げること、

れ

自宅で介護が困難な方

た

が特養入所できること

地

が本目標と関連【評】

域

指標1,2は目標値の

で

9割以上達成、
ＳＤＧ

暮

ｓが
認知症未受診者が

ら

医療や介護の専門機関

し

に繋がり、特養の整備

続

済床数目標も達成して

け

おり効果有■【目】1

ら

1(目標直
目指す目標

れ

結)【関】賃貸住宅を

る

活用した住宅確保施策

、

や、認知症の早期発見

地

で専門機関に繋げる認

域

知症施策、特養入所が

包

でき
（ターゲッ

るよう

括

進める増床整備施策等

ケ

が本目標と関連【評】

ア

指標4は成約率50.

シ

0%であり目標の実現

ス

に結びつき、認知症未

テ

受診
ト）との関

の人の

ム

うち25.2％が医療

な

や介護の専門機関に繋

ど

がり、特養整備済床数

の

目標3,053床を達

体

成しており効果有■【

制

目】17
連及び評価

【

の

タ】17.17【関】

充

効果的なﾊﾟｰﾄﾅｰ

実

ｼｯﾌﾟは、認知症の

■

人が住み慣れた地域で

 

生活を継続、特養の整

住

備を公募すること

は本

み

目標と関連【評】医療

慣

、介護、地域と繋がり

れ

ができ、特養は整備方

た

針に基づき計画が進み

地

効果有

備　　　考

域で暮らし続けられるよう、さらなる介護予防の推進、医療介護連携の強化、住まいの確保に取組

む。

■ 認知症になっても現在の暮らしを継続するために、認知症への区民の理解を深め、サポートや相談体制の充実を

施策の方向 図る。

( 目 標 )

■ 介護認定を受けていない高齢者へのアンケート調査（令和元年度）では、介護が必要となったとき、63.8％の方

が「介護サービスを利用しながら自宅で生活したい」と一番多く回答している。■ 75歳以上単身世帯へのアンケー

ト調査（令和元年度）では、52.1％の方が「ひとりで暮らすことについて不安を感じる」と答えている。

■ 全国居住支援活動実施団体への調査（平成30年度厚労省事業）では、37.1％の活動団体が「支援対象は高齢者が
現　　　状

一番多い」と一番多く回答している。■ 特別養護老人ホーム（特養）の入所待機者数は平成29年度以降年々増加し

、令和２年６月時点で、約2,500名となっている。■ 在宅サービス事業所へのアンケート調査（令和元年度）では、

33.2％の事業所が「医療機関と連携していない」と答えている。

■ 筋力などの体力だけでなく、口腔・栄養など高齢者が自分自身に必要な

足

ことを理解し、自ら介

立

護予防に取組む意

識を

区

高めなければならない

　

。

■ 「認知症」の方

令

は一人ひとり疾病状況

和

や家族構成、住まいの

５

環境などが異なり、家

年

族だけで、かつ画一的

度

なケア

の仕組みだけで

施

支えていくことは困難

策

である。

■ 経済的な

評

理由や見守りが必要と

価

の理由により、住まい

調

が確保できない高齢者

書

への支援ニーズが高ま

(

っている。
課　　　題

令

■ 自宅での介護が特

和

に困難な場合など、入

４

所する必要性の高い高

年

齢者が速やかに特養へ

度

入所できるよう、高齢

事

者の

受入数を増やす必

業

要がある。

■ 在宅で

実

の暮らしを継続するた

施

めには、医療と医療、

)

医療と介護など、その

1

人にあった支援のため

 

の連携強化が必

要であ



4)
実　績　値 - - 32 30 R6 110

達　成　率 0% 0% 0% 0% 40% 29% 103% 27% -

指標名 【活動1-4】特別養護老人ホーム整備済床数（累計）

定義等 足立区特別養護老人ホーム整備方針において定められた整備済床数
指

単　位 床 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 2,813 2,903 3,053 3,183
(5)

実　績　値 - 2,813 2,903 3,082 R6 3,483

達　成　率 0% 0% 100% 81% 100% 83% 101% 88% -

指標名 【活動1-5】自宅での看取りの件数（人口10万人あたりの件数）

定義等 介護保険被保険者のうち、自宅で看取った人数
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - - -
(6)

実　績　値 - - - - R6 170

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 72,703,697 74,821,191

人件費 745,115 726,187

総事業費 73,448,812 75,547,378

前年比(金額) 2,019,180 2,098,566

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】介護が必要になっても今の地域で安心して暮らし続けられると思う高齢者の割合

定義等 介護予防チェックリストで「要介護になっても地域で安心して暮らし続けられると思う」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 66 67 68 69
(1)

実　績　値 - 65.8 66 67.3 R6 70

達　成　率 0% 0% 100% 94% 99% 94% 99% 96% -

指標名 【活動1-1】区が実施する介護予防事業に参加した高齢者の割合

定義等 区が実施する介護予防事業に参加した高齢者の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 16 17 18 19
(2)

実　績　値 - 15.51 24.4 25.1 R6 20

達　成　率 0% 0% 97% 78% 144% 122% 139% 126% -

指標名 【活動1-2】チェックリストで認知症の疑いが判明し医療機関や介護保険につなげた高齢者の割合

定義等 介護予防チェックリストの結果、認知症の疑いのあった高齢者で医療や介護等の専門機関につながった人の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 28 30 33 33
(3)

実　績　値 - 26.3 26.4 25.2 R6 40

達　成　率 0% 0% 94% 66% 88% 66% 76% 63% -

指標名 【活動1-3】あだちお部屋さがしサポート事業の高齢者利用者数

定義等 高齢者住宅あっせん及び個別寄り添い相談を利用した件数
指

単　位 人 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 80 29 29
(



や

援が必要な人の早期発

、

見や適性な事業へつな

地

ぎ、目標達成への意欲

域

醸成を図っていく。

【

包

活動１－１】

コロナ禍

括

を踏まえた新規事業を

支

活用しつつ、介護予防

援

事業同士を連動させ、

セ

区民の介護予防が継続

ン

的に実施されるよう事

タ

業を推進

していく。

【

ー

活動１－２】

今後も高

と

齢者実態把握調査の分

の

析をすすめ、事業の充

実

実を図る。

【活動１－

態

３】

引き続き区内不動

把

産協会と連携しながら

握

、足立区居住支援協議

に

会にてＰＤＣＡをまわ

よ

し、事業の充実を図っ

る

ていく。

【活動１－４

連

】

令和６年度は、人材

携

確保の具体的な対策と

、

ともに、多床室の確保

回

や施設の建て替えなど

答

、整備方針の見直しの

受

検討を行う予定であ

る

付

。今後も「足立区特別

時

養護老人ホーム整備方

や

針（令和２年度～１１

結

年度）」に基づき、特

果

に優先度の高い入所待

ア

機者の解消を目

指し、

ド

安定的な施設整備を行

バ

っていく。

【活動１－

イ

５】

令和４年度施策評

ス

価から本指標は廃止し

送

ており、次回の指標見

付

直しに向けて検討をす

に

る。

おける問い合わせが多数寄せられていること

4

から、ある程度、チェ

 

ックリスト自体の認

知

担

度が高まっていると考

当

えられる。

【活動１－

部

１】

コロナ禍による長

に

期間の事業中止が無か

お

ったため、介護予防事

け

業が安定して開催でき

る

たことにより、目標を

評

達成した。事業別では

価

参加者数が伸び悩む事

（

業もあるため、どのよ

部

うな経緯で参加につな

長

がりやすいか等の分析

評

が必要である。

【活動

価

１－２】

高齢者実態把

－

握調査でＡ判定者のう

１

ち介護保険認定を受け

次

た人数の割合を算出し

評

ているが、コロナ禍も

価

影響して適切な関係機

）

関に

つながらず、介護

そ

認定に至らなかった対

の

象がやや増えたのでは

１

ないかと考えられる。

1

【活動１－３】

令和３

)

年度に新規事業「あだ

施

ちお部屋さがしサポー

策

ト」を開始したことに

の

伴い、目標値の設定を

達

変更した（令和３年度

成

目標値８０

人⇒２９人

状

）。令和４年度は３０

況

人の高齢者が寄り添い

と

お部屋紹介を利用した

そ

ため、目標を達成した

の

。依然として高齢者の

原

住まい

さがしの相談割

因

合が高いことが要因と

の

考えられる。

【活動１

分

－４】

令和４年１１月

析

、新田一丁目（区有地

【

）に1施設（１５０床

成

）開設したほか、ショ

果

ートステイから特別養

１

護老人ホームへの転換

】

が

２９床（４施設）あ

概

り、目標値を達成した

ね

。現在３施設を整備中

目

であり、令和５年１０

標

月花畑三丁目に1施設

を

（１３５床）、令和

６

達

年８月舎人三丁目に１

成

施設（１５０床）、令

し

和６年１２月平野一丁

た

目に１施設（１３５床

。

）開設予定である。ま

介

た、令和４年度

に選定

護

した２法人は（２施設

予

合計３００床）、現在

防

都との補助協議中であ

チ

る。「足立区特別養護

ェ

老人ホーム整備方針（

ッ

令和２年度

～１１年度

ク

）」に基づき、入所待

リ

機者の解消の為、着実

ス

に計画的な施設整備を

ト

進めてきた結果、目標

が

値を達成している。

【

３

活動１－５】

参照デー

年

タの更新頻度や情報に

に

タイムラグがあるなど

一

の課題があるため、令

度

和４年度施策評価から

の

本指標は廃止している

送

。

2)達成状況と原因

付

分析を踏まえた今後の

が

方向性

【成果１】

今後

２

も地域包括支援センタ

巡

ーとの連携を継続しつ

し

つ、介護予防チェック

た

リスト自体の周知を強

こ

化していく。認知度を

と

上げていくこ

とで、支



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

<<別紙の通り>>

合計５０事業 74,821,191 726,187 75,547,378

3)施施策の手段として位置付け



老人 住

7

887 改善・変更 Ａ

介

4

護保険特別会計繰出金

5

高・介護保険課370

2

5 10,367,75

9

3 83 10,367,

,

836 現状維持 Ａ

シル

0

バーピア管理事務 建・

9

住宅課4002 217

0

,789 21,213

現

239,002 現状維

区

状

持 Ａ

高齢者向け優良賃

維

貸住宅助成事業 建・住

持

宅課4003 19,0

Ｂ

00 4,149 23,

あ

149 現状維持 Ｂ

介護

い

保険一般事務 高・介護

あ

保険課4245 494

い

,903 94,966

サ

589,869 現状維

ー

持 Ｂ

地域包括支援セン

推

ビ

ターの管理運営事業 高

ス

・介護保険課4257

セ

910,721 23,

ン

232 933,953

タ

改善・変更 Ａ

家族介護

ー

慰労事業 高・介護保険

事

課4259 400 41

業

5 815 現状維持 Ｂ

住

高

宅改修支援事業（理由

・

書作成） 高・介護保険

進

高

課4262 126 41

齢

5 541 現状維持 Ｂ

認

福

知症高齢者支援事業 高

祉

・介護保険課4264

課

8,629 7,467

3

16,096 改善・変

6

更 Ａ

国庫支出金等の返

7

還金 高・介護保険課4

8

266 506,816

1

83 506,899 現

課

,

状維持 Ｂ

一般会計繰出

6

金 高・介護保険課42

1

67 447,038 8

6

3 447,121 現状

1

維持 Ｂ

第１号被保険者

,

保険料還付金 高・介護

6

保険課4269 30,

5

714 16,594 4

9

7,308 現状維持 Ｂ

3

要介護認定事務 高・介

3

,

護保険課4270 30

2

3,343 94,20

7

2 397,545 現状

5

維持 Ａ

介護保険給付準

現

備基金積立金 高・介護

状

保険課4273 635

維

,733 83 635,

持

816 現状維持 Ａ

介護

Ａ

保険システム開発事務

介

高・介護保険課427

5

護

4 28,957 10,

人

371 39,328 現

材

状維持 Ａ

鹿浜いきいき

の

館悠々館運営事業 住区

確

推進課4617 4,1

保

16 17,424 21

・

,540 現状維持 Ａ

介

定

護保険給付事務 高・介

着

護保険課10377 5

事

7,206,641 6

7

業

2,437 57,26

高

9,078 現状維持 Ａ

・

集合住宅高齢者総合支

高

援事業 高・地域包括推

齢

進課10729 12,

福

217 415 12,6

祉

32 改善・変更 Ａ

地域

課

密着型サービスの整備

3

助成事業 高・介護保険

6

課14850 19,5

8

7

23 12,446 31

9

,969 現状維持 Ｂ

在

4

宅医療・介護連携推進

0

事業 高・介護保険課2

,

1040 38,293

0

22,343 60,6

2

36 改善・変更 Ａ

認知

9

症施策推進事業 高・介

9

護保険課21042 3

,

0,223 11,61

0

1

6 41,839 改善・

2

変更 Ａ

地域包括ケア推

7

進管理事務 高・地域包

4

括推進課21160 1

9

3,033 24,47

,

6 37,509 改善・

1

変更 Ａ

介護予防・生活

5

支援サービス事業 高・

6

介護保険課21375

拡

1,203,574 1

施 2

充

4,998 1,218

Ａ

,572 改善・変更 Ａ

老

一般介護予防事業 高・

人

介護保険課21385

ク

165,330 55,

ラ

550 220,880

ブ

拡充 Ａ

生活支援体制整

指

備事業 高・介護保険課

導

21454 56,42

助

7 8,297 64,7

,

成

24 拡充 Ａ

地域ケア会

事

議推進事業 高・介護保

業

険課21630 8,3

高

86 4,149 12,

・

535 改善・変更 Ａ

認

高

知症ケア推進事業 高・

齢

地域包括推進課220

福

45 20,852 16

祉

,594 37,446

課

改善・変更 Ａ

0

3682 25,1

別紙

3)施策の手段と

6

して位置付けられる事

5

務事業の評価結果
事務

7

1

事業 施策への
事務事業

7

名 事業費 人件費 総事業

,

費 課長評価 担当課コ 

5

ー ド 貢献度

34 42,6

4

99 現状維持 Ａ

敬老祝

2

い事業 高・高齢福祉課

,

3683 71,178

0

8,127 79,30

7

5 現状維持 Ｂ

要介護高

4

齢者家族会の育成支援

設 現

事業 高・高齢福祉課3

状

685 0 1,659 1

維

,659 現状維持 Ｂ

授

持

産場の管理運営事業 高

Ｂ

・高齢福祉課3689

老

10,092 5,80

人

8 15,900 縮小 Ｃ

会

地域包括支援センター

館

運営事業 高・地域包括

運

推進課3690 58,

維

営

613 17,424 7

委

6,037 改善・変更

託

Ａ

特別養護老人ホーム

事

等の整備助成事業 高・

務

介護保険課3691 3

住

12,800 16,5

区

94 329,394 拡

推

充 Ａ

在宅サービスセン

進

ター西新井管理運営委

課

託事業 高・高齢福祉課

持

3

3692 10,992

5

4,149 15,14

7

1 現状維持 Ｂ

介護保険

9

事業者支援施設等の管

2

理運営事業 高・高齢福

,

祉課3693 35,5

5

21 16,594 52

8

,115 現状維持 Ｂ

軽

6

費老人ホームの管理運

1

営事業 高・高齢福祉課

補

,

3694 130,27

7

6 4,149 134,

4

425 現状維持 Ｂ

高齢

2

者訪問理美容・寝具乾

4

燥事業 高・高齢福祉課

,

3695 16,651

3

5,958 22,60

2

9 現状維持 Ｂ

高齢者入

8

浴事業 高・高齢福祉課

現

3696 115,52

修

状

3 5,298 120,

維

821 現状維持 Ｂ

高齢

持

者日常生活用具給付事

Ａ

業 高・高齢福祉課36

在

97 7,980 8,6

宅

17 16,597 拡充

福

Ｂ

高齢者福祉電話設置

祉

事業 高・高齢福祉課3

事

698 94 830 92

務

4 縮小 Ｃ

緊急通報シス

事

高

テムの設置事業 高・高

・

齢福祉課3700 17

高

,468 10,936

齢

28,404 拡充 Ｂ

配

福

食サービス促進事業 高

祉

・高齢福祉課3701

課

4,815 1,659

3

6,474 現状維持 Ｂ

6

高齢者住宅改修給付事

7

業 高・高齢福祉課37

務

7

02 35,856 7,

1

298 43,154 現

3

状維持 Ｂ

紙おむつの支

,

給事業 高・高齢福祉課

3

3703 133,90

4

2 9,956 143,

5

858 拡充 Ｂ

介護保険

1

事務 高・介護保険課3

5

704 500,227

,

26,660 526,



特別 の改修事業【投

別紙

3)施策の手

資

段として位置付けられ

】

る事務事業の評価結果

高

事務事業 施策への
事務

養 ・

事業名 事業費 人件費 総

高

事業費 課長評価 担当課

齢

コ ー ド 貢献度

福祉課2229 護2 525,925 2,老 489 528,414人 現状維持 Ｂ

合計５０事

ホ

業 74,821,19

ー

1 726,187 75

ム

,547,378

等



施

y.adachi.t

策

okyo.jp

　障が

の

い者団体や社会福祉法

概

人・特定非営利活動法

要

人はもとより、福祉の

柱

まちづくりでは店舗を

立

含む民間施設や鉄道

事

て

業者と、また外出支援

8

ではタクシー事業者や

【

ガソリンスタンドなど

く

と協働して、障がい福

ら

祉の推進を図っている

し

。

協働・協創
の 取 組 み

】

【目標】3すべての人

い

に健康と福祉を【ター

つ

ゲット】3.4非感染

ま

性疾患による若年死亡

で

率を減少させ、精神保

も

健・福祉

を促進する【

健

関連する理由】障がい

康

福祉施策の推進による

で

福祉の促進【評価】様

住

々な障がい福祉サービ

み

スを展開する
ＳＤＧｓ

続

が
ことで、障がい児・

け

者と家族が安心して暮

ら

らすことができるよう

れ

努めており、サービス

る

利用は着実に増えてい

安

る。
目指す目標

【目標

心

】10人や国の不平等

な

をなくそう【ターゲッ

く

ト】10.2すべての

ら

人の能力を強化し、社

し

会・経済・政治への関

施

わり
（ターゲッ

を促進

策

する【関連する理由】

群

障がい者に対する差別

名

・偏見等をなくし、障

7

がい者の社会参加を促

高

す【評価】障がい者
ト

齢

）との関
への理解を進

者

めることが差別・偏見

、

の解消につながるもの

障

と考え、小中学生を対

が

象とした理解促進教育

い

の推進や、権
連及び評

者

価
利擁護・虐待防止研

な

修等に取り組んできた

ど

が、さらに強化し、推

の

進していく。

備　　　

生

考

活のサポート体制を充実する

施 策 名 7.2 障がい者などが必要なときに必要な支援を受けられる体制の充実

■　必要な支援を適切なサービスにつなぐ相談支援を充実させることにより、住み慣れた地域で必要な支援を受けら

れるようにする。

■　発達支援が必要な児童に対しての気づきや発見の仕組みを構築することで、適切な支援につながる相談を円滑に

施策の方向 実施する。

( 目 標 )

■　新規開設もあったが休止した事業所もあり、相談支援事業所の不足が続いていることから、障がい者が日常的に

感じている生活のしづらさを解決するための、適切な障がい福祉サービスと結びつける支援が不十分になっている。

■　特に、在宅サービス利用者について、より適切なサービス利用に結びつけるための、相談支援事業所によるケア

プランの作成率が低く、障がい福祉課各援護係がフォローしている状況にある。
現　　　状

■　児童数は減少傾向にあるものの、障がい児の数は微増傾向が続き、発達障がい児や、ＮＩＣＵなど医療の発達を

背景とする重症心身障がい児・医療的ケア児が増えている。

■　本人が最適なサービスを受け、生活の質を向上するためには、相談支援専門員によるケアプランの作成やモニタ

リングが重要であるため、それらを担う相談支援事業所の増加が必要である。しかし、報酬上の問題もあり、急激に

相談支援事業所を増やす

足

ことは難しい状況であ

立

る。

■　発達に特別な

区

配慮を必要とする子ど

　

もや、医療的ケア児等

令

への適切な対応を行う

和

ためにも、早い時期か

５

ら発達段

階に応じた支

年

援を行っていくことが

度

必要である。
課　　　

施

題

■　引き続き相談支

策

援事業所の拡充に取組

評

み、利用者が真に必要

価

としているサービスを

調

受けられるようにする

書

ことで

、障がい福祉サ

(

ービスの利用者満足度

令

の向上につなげる。

■

和

　発達に特別な配慮を

４

必要とする子どもの気

年

づきや発見の仕組みを

度

充実させ、相談を必要

事

とする保護者を支援し

業

て

いく。

方　　　針

担

実

当 課 名 障がい福祉課（

施

取りまとめ）

電 話 番 号

)

03-3880-54

1

07 E-mail s-

 

fukusi@cit



% 94% 73% 101% 78% 107% 87% -

指標名

定義等
指

単　位 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 25,515,469 28,234,456

人件費 1,724,240 1,712,064

総事業費 27,239,709 29,946,520

前年比(金額) 1,150,242 2,706,811

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】在宅で障害福祉サービスを利用する障がい児・者への満足度調査で肯定的な回答をした人の割合

定義等 計画策定時に実施する調査で、障がい福祉施策の満足度を、満足している、やや満足していると答えた人の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 75 - - 75 -
(1)

実　績　値 62.1 - - 63 R6 75

達　成　率 83% 83% 0% 0% 0% 0% 84% 84% -

指標名 【活動1】指定特定相談支援事業所の箇所数

定義等 各年３月１日時点における足立区が指定した指定特定相談支援事業所の箇所数
指

単　位 か所 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 45 50 50 50 50
(2)

実　績　値 28 31 28 31 R6 50

達　成　率 62% 56% 62% 62% 56% 56% 62% 62% -

指標名 【成果2】こども支援センターげんきにおける発達相談件数

定義等 来所相談・電話相談、保健センターでの出張相談を受けた件数の合計
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 1,100 1,150 1,260 1,270 1,280
(3)

実　績　値 1,244 1,250 1,311 1,491 R6 1,290

達　成　率 113% 96% 109% 97% 104% 102% 117% 116% -

指標名 【活動2】「気づきのしくみ」から発達相談につながった件数

定義等 「気づきのしくみ」から相談につながった件数
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 80 85 85 90 95
(4)

実　績　値 75 80 86 96 R6 110

達　成　率 94% 68



ト調査結果を実績値としている。令和４年度の調査結果６３.

０％と、前回令和元年度調査の６２．１％から微増という結果となった

4

。満足度が向上にない

 

要因を分析し、次期計

担

画策定に取り

組んでい

当

く。なお、次回実態調

部

査は令和７年度に実施

に

予定である。

指標（２

お

）

【活動指標１】

　障

け

害福祉サービスや障害

る

児通所支援の利用者は

評

増えているものの、相

価

談支援専門員の確保や

（

経営上の課題等もあり

部

、新規相談支

援事業所

長

が増えない状況が続い

評

たが、令和４年度は新

価

規開設が４事業所、休

－

止が１事業所で、３事

１

業所の増となった。令

次

和５年度

も新規開設相

評

談がも入っていること

価

から、引き続き事業所

）

増に取り組んでいく。

そ

指標（３）

【成果指標

の

２】

　感染症緩和によ

１

る保健センターでの健

1

診再開に伴い、子ども

)

相談を希望する保護者

施

も増え、保護者の子育

策

て不安に対応すること

の

ができた。保護者が、

達

子ども相談等で発達特

成

性に気づくことでげん

状

きへの相談件数も増加

況

している。

指標（４）

と

【活動指標２】

　個別

そ

面談希望者は昨年度か

の

ら5％増加した。面談

原

を通し、保護者に児童

因

の発達特性を伝えたこ

の

とで必要な支援につな

分

げることが

出来るよう

析

に引き続き取り組んで

指

いく。

2)達成状況と

標

原因分析を踏まえた今

（

後の方向性

　コロナ禍

１

において、障がい福祉

）

等サービスは感染症対

【

策を徹底した上での継

成

続が求められており、

果

区も必要な事業者支援

指

を行い

ながら、サービ

標

ス提供体制の維持に努

１

めてきた。その結果、

】

前年度を上回る利用実

　

績があり、必要な支援

障

ができたと考える。

　

が

令和５年度は第６期障

い

がい福祉計画と第２期

福

障がい児福祉計画の最

祉

終年となり、令和４年

関

度に実施した実態調査

連

の結果を踏まえ

、次期

計

計画の策定に取り組む

画

とともに、物価高騰の

を

影響を考慮した事業者

策

支援を継続しながら、

定

各事業の目標の達成を

す

目指す。

る際に行う、３年に１度のアンケー



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

<<別紙の通り>>

合計３９事業 28,234,456 1,712,064 29,946,520

3)施施策の手段として位置付け



障が 福

が

108,739 現状維

い

持 Ａ

幼児発達支援室運

福

営事業 障がい福祉セン

祉

ター3752 17,7

課

46 190,534 2

3

08,280 現状維持

7

Ａ

障がい者自立支援給

1

付費支給事業 障がい福

3

祉課3762 19,7

1

05,618 378,

祉

,

868 20,084,

2

486 拡充 Ａ

障がい者

5

給付事業施行事務 障が

2

い福祉課3764 15

,

,657 5,808 2

3

1,465 現状維持 Ｂ

2

予防接種事故措置事業

7

保健予防課3840 1

8

6,176 830 17

,

,006 現状維持 Ｂ

地

課

2

域精神保健活動事業 足

9

立保健所中央本町
保総

7

課
3860 10,19

1

5 222,179 23

,

2,374 現状維持 Ａ

2

育成医療事業 足立保健

6

所中央本町
保総課

38

0

64 1,934 4,1

,

49 6,083 現状維

6

持 Ａ

障がい者施設運営

3

2

委託事務 障がい福祉課

4

4758 339,61

改

1 4,149 343,

善

760 現状維持 Ａ

地域

・

福祉団体助成事業 障が

変

い福祉課4780 3,

更

464 3,319 6,

Ａ

783 現状維持 Ｂ

障が

意

い者給付事業 障がい福

思

祉課14791 235

7

疎

,119 152,62

通

5 387,744 拡充

支

Ａ

障がい者外出支援事

援

業 障がい福祉課148

事

70 324,274 9

業

,776 334,05

障

0 改善・変更 Ａ

障がい

が

者在宅支援事業 障がい

い

福祉課19772 55

福

,003 7,467 6

0

祉

2,470 現状維持 Ａ

課

移動支援事業 障がい福

3

祉センター21404

7

596,739 4,1

1

49 600,888 現

6

状維持 Ａ

重症心身障が

1

い児（者）在宅レスパ

9

イト事業 障がい福祉課

,

21613 7,048

9

1,659 8,707

6

8

拡充 Ａ

社会福祉法人施

3

設整備助成事業 障がい

7

福祉課21625 14

,

,760 2,489 1

9

7,249 現状維持 Ａ

5

精神障がい者自立支援

8

給付費支給事業 足立保

2

健所中央本町
保総課

2

7

3020 2,328,

,

978 9,956 2,

1

9

338,934 拡充 Ａ

4

精神障がい者地域生活

1

等支援事業 足立保健所

現

中央本町
保総課

233

状

13 204,983 1

維

5,018 220,0

持

01 現状維持 Ａ

障がい

Ａ

児・者基礎調査事業 障

移

がい福祉課23403

動

1,623 83 1,7

3

支

06 休止・終了 Ｃ

合計

援

３９事業 28,234

事

,456 1,712,

業

064 29,946,

障

520

がい福祉課

5

37

別紙

3

1

)施策の手段として位

7

置付けられる事務事業

3

の評価結果
事務事業 施

3

策への
事務事業名 事業

5

費 人件費 総事業費 課長

,

評価 担当課コ ー ド

7

貢献度

7

い ,

7 45,634 381

9

,411 改善・変更 Ｂ

0

地域活動支援センター

7

事業 障がい福祉課37

5

18 36,607 13

1

,275 49,882

,

改善・変更 Ａ

日中一時

2

支援事業 障がい福祉課

5

3719 3,146 6

2

,638 9,784 現

福 1

状維持 Ｂ

障がい福祉施

8

設の管理運営委託事務

7

障がい福祉課3721

,

27,934 5,80

1

8 33,742 現状維

5

持 Ａ

障がい福祉施設維

9

持補修事務 障がい福祉

現

課3722 12,89

状

0 4,978 17,8

維

68 現状維持 Ａ

障がい

祉 持

支援区分認定事務 障が

Ｂ

い福祉課3728 13

心
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身

38,094 現状維持

障

Ａ

難病患者福祉手当の

が

支給事業 障がい福祉課

い

3729 586,21

者

5 9,956 596,

等

171 現状維持 Ａ

心身

の

障がい者（児）医療費

事

就

等助成事業 障がい福祉

労

課3730 108 24

促

,891 24,999

進

現状維持 Ａ

障がい者福

事

祉手当の支給事業 障が

業

い福祉課3731 1,

障

497,712 9,9

が

56 1,507,66

い

8 現状維持 Ａ

在宅重度

福

心身障がい者福祉手当

務

祉

の支給事業 障がい福祉

課

課3732 342,1

3

38 8,457 350

7

,595 現状維持 Ａ

Ｊ

0

ステップ支援事業 障が

8

い福祉センター374

4

1 13,460 4,1

,

49 17,609 現状

7

維持 Ｂ

障害者週間記念

0

事業 障がい福祉センタ

障

4

ー3742 727 8,

7

297 9,024 改善

,

・変更 Ａ

身体・知的障

1

害者相談事業 障がい福

2

祉センター3743 1

8
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1

93 現状維持 Ｂ

障がい

1

福祉センター管理運営

,

事務 障がい福祉センタ

8

ー3744 57,56

が

3

3 52,251 109

2

,814 現状維持 Ｂ

就

現

労促進定着支援事業 障

状

がい福祉センター37

維

48 885 85,32

持

1 86,206 現状維

Ｂ

持 Ａ

障がい者自立生活

社

支援センター事業 障が

会

い福祉センター374

福

9 6,731 145,

い

祉

849 152,580

法

現状維持 Ａ

社会リハビ

人

リテーション室運営事

運

業 障がい福祉センター

営

3750 2,072 6

助

8,727 70,79

成

9 現状維持 Ａ

生活体験

事

室運営事業 障がい福祉

業

センター3751 4,

障

276 104,463



施

地域包括支援センター

策

等への助言・相談体制

の

を整備していくことで

概

、高齢者虐待及び生活

要

破綻の困難ケースへの

柱

　対応力を強化し、高

立

齢者のセーフティネッ

て

トの範囲を広げて、そ

8

の適切な対応の進行管

【

理を行う。

■　各障が

く

い援護係職員向けの内

ら

部研修を行うとともに

し

、相談支援事業所や通

】

所・入所施設等の外部

い

向けに研修や情

報交換

つ

会等を実施し、関係機

ま

関との連携強化を図っ

で

ていく。

■　支援が必

も

要な区民に対して、中

健

核機関が支援チームづ

康

くりを推進し、確実に

で

成年後見制度等の権利

住

擁護支援につ
方　　　

み

針
なげていく。

担 当 課

続

名 高・高齢福祉課（取

け

りまとめ）

電 話 番 号 0

ら

3-3880-598

れ

2 E-mail k-s

る

ervice@cit

安

y.adachi.t

心

okyo.jp

　地域

な

連携ネットワーク協議

く

会や地域住民による見

ら

守り等により、権利擁

し

護支援の意識を高め、

施

地域連携を進めてい

る

策

。

　また、高齢者虐待

群

の防止と早期発見のた

名

め、啓発活動として、

7

年３回、区内警察消防

高

や介護サービス事業者

齢

、民生

協働・協創 児童

者

委員等と高齢者虐待防

、

止ネットワーク運営委

障

員会を開催している。

が

の 取 組 み

 【目標】１

い

６平和と公平をすべて

者

の人に【ターゲット】

な

１６．１あらゆる場所

ど

において、すべての形

の

態の暴力及び

暴力に関

生

連する死亡率を大幅に

活

減少させる。【関連す

の

る理由】行政評価を基

サ

に、状況の推移を把握

ポ

することで権利擁
ＳＤ

ー

Ｇｓが
護の意識を高め

ト

、機能充実につながる

体

。【評価】施策指標を

制

基に、状況の推移を把

を

握することができ、虐

充

待防止及び
目指す目標

実

権利擁護支援の充実を

す

引き続き図っていく。

る

（ターゲッ
ト）との関

施

連及び評価

備　　　考

策 名 7.3 高齢者、障がい者のセーフティネット（虐待対応等）と権利擁護

■ 高齢者虐待等への対応力を強化し、セーフティネットの対象を生活破綻の困難ケースにも広げ、高齢者の虐待防

  止のため、権利擁護のさらなる充実を図る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

■ 区職員を含め、関係機関に対する研修・助言等を実施し、虐待防止対応の技術を高め、障がい者の虐待防止のた

施策の方向 　め、権利擁護の充実を図る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

( 目 標 ) ■　地域連携ネットワークの構築・拡充を通じて、社会福祉協議会権利擁護センターあだちの相談事業や地域福祉　

　権利擁護事業等を充実し、成年後見制度の利用促進を図る。

■　平成２９年度より、地域包括支援センターに寄せられた高齢者虐待を全件報告するとともに、対応マニュアルの

　改定を行い、進行管理している。

■　令和２年度より、障がい福祉課に虐待防止・権利擁護担当を新設し、障がい者虐待対応への助言・指導の体制を

　整えている。
現　　　状

■　成年後見制度の利用促進に向け、地域連携ネットワーク協議会を立ち上げる等、区と権利擁護センターあだちが

　連携し、中核機関を設置している。

■　困難ケースを対応する地域包括支援

足

センター等が、適切な

立

対応及び客観的な記録

区

作成ができるよう、今

　

後もスキ

　ルアップし

令

ていく必要がある。

■

和

　セーフティネットの

５

範囲を、今後増えるこ

年

とが見込まれる高齢者

度

の生活破綻の困難ケー

施

スにも広げ、虐待対応

策

に

　準じた適切な対応

評

を行っていくことが必

価

要である。

■　区の各

調

障がい援護係や関係機

書

関は、虐待についての

(

具体的な対応方法をス

令

キルアップするため、

和

虐待が起きる　
課　　

４

　題
背景や予防策等に

年

ついて学んでいく必要

度

がある。　　　　　　

事

　　　　　　　　　　

業

　　　　　　　　　　

実

　　　

■　中核機関を

施

活用し、成年後見制度

)

等の権利擁護支援につ

1

なぐための機能充実を

 

図る必要がある。

■　



件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 1,250 1,300 1,350
(5)

実　績　値 1,166 1,229 1,253 1,227 R6 1,400

達　成　率 0% 83% 0% 88% 100% 90% 94% 88% -

指標名 【活動３】成年後見制度に関する相談受付件数（権利擁護センターあだち分）

定義等 推進機関での成年後見制度や地域福祉権利擁護事業等の利用促進を図ることができる
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 3,700 3,800 3,900
(6)

実　績　値 3,742 3,992 3,768 3,778 R6 4,000

達　成　率 0% 94% 0% 100% 102% 94% 99% 94% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 303,704 294,204

人件費 138,766 122,767

総事業費 442,470 416,971

前年比(金額) △15,606 △25,499

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果１】高齢者虐待及び対応困難ケースの通報件数

定義等 虐待及び在宅生活破綻ケースの全件通報を把握する
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 450 480 490
(1)

実　績　値 443 456 493 452 R6 500

達　成　率 0% 89% 0% 91% 110% 99% 94% 90% -

指標名 【活動１】高齢者虐待以外の困難ケースの通報件数

定義等 セルフネグレクト・在宅困難ケース等を把握する
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 120 130 140
(2)

実　績　値 103 121 195 142 R6 150

達　成　率 0% 69% 0% 81% 163% 130% 109% 95% -

指標名 【成果２】障がい者虐待通報・相談件数

定義等 障がい者虐待案件の通報数を把握する
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 50 60 60
(3)

実　績　値 54 82 51 40 R6 70

達　成　率 0% 77% 0% 117% 102% 73% 67% 57% -

指標名 【活動２】障がい者の虐待相談等に係る関係機関等への助言

定義等 障がい者虐待の実態を知るとともに、虐待の防止に寄与することができる
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 40 50 50
(4)

実　績　値 33 52 34 61 R6 200

達　成　率 0% 17% 0% 26% 85% 17% 122% 31% -

指標名 【成果３】区民の成年後見制度利用者数

定義等 成年後見制度の活用が促進されている状況を把握することができる
指

単　位



て

続き行っていく。単身

進

高齢者や身寄りのない

行

高齢者等が住み慣れた

管

地域で安心して生活で

理

きるような見守り支援

し

の充実や判断能

力が不

て

十分な高齢者の早期の

い

権利擁護支援へのつな

る

ぎを進めていく。

　障

。

がい者虐待の通報・相

令

談については、引き続

和

き関係機関との連携を

４

深め、より一層の虐待

年

防止に努めていく。令

度

和４年度、支

援者が理

は

解をより深めていくこ

、

とができるように、同

虐

じサービスを提供する

待

事業所等を対象に、グ

３

ループワークを取り入

１

れた虐待

防止研修を実

０

施した。今後も、専門

件

職による研修を企画す

、

るとともに、事業所と

単

の間で、気軽に相談・

身

助言ができる関係性を

高

築い

ていく。

　令和３

齢

年度に設置した地域連

者

携ネットワーク協議会

生

等の活動を通じて、本

活

人の意思が尊重され、

破

メリットを実感できる

綻

ような権

利擁護支援の

ケ

地域連携のしくみ作り

ー

を実現していく。また

ス

、区と推進機関である

１

権利擁護センターあだ

４

ちとが中核機関として

２

一体

的に取り組み、権

件

利擁護を必要とする方

で

を適切な支援につなげ

、

るため、相互に連携を

前

強化していく。

年度より４１件の減少となった。これ

4

は、在宅生活破綻ケー

 

スが減少

したことが一

担

因となっている。ただ

当

し、高齢者虐待ケース

部

は、前年度より１２件

に

増加している。

【指標

お

2】経済困窮や認知症

け

、セルフネグレクトケ

る

ース等についても高齢

評

者虐待に準じて対応し

価

ている。令和４年度は

（

、前年度よ

り５３件減

部

少している。コロナ感

長

染拡大防止も落ち着き

評

、介護サービス等の利

価

用制限も緩和されたこ

－

とで早い段階から介入

１

し支援

できていること

次

が件数減少の要因と思

評

われるが、一人に対し

価

ての困難性から利用期

）

間が長期化の傾向にあ

そ

り、支出額は増加して

の

い

る。

【指標3】通報

１

・相談件数は、前年度

1

より約２割減の４０件

)

である。新たな件数は

施

減少しているが、要因

策

として虐待に至る前の

の

段

階での相談等が増え

達

たことが考えられる。

成

特に養護者虐待につい

状

ては、年度を超えて対

況

応が必要なケースが少

と

なくなく、関係機関

と

そ

の連携・調整が継続し

の

て必要となっている。

原

【指標4】虐待の具体

因

的な調査や対応等まで

の

には至らないが、虐待

分

を防ぐという観点から

析

、関係機関から権利擁

【

護に係る相談の増

加に

指

伴い、助言する機会も

標

増えた。特に各障がい

1

援護係からの相談が増

】

え、庁内における虐待

平

防止の意識が広がった

成

と考えられる

。

【指標

２

5】令和３年度と比較

９

して全体の利用者数は

年

２６人減少しているが

度

新規申立者は１４人増

よ

加しており、利用中に

り

亡くなる者

が多くなっ

高

たことが主な原因と推

齢

定される。

【指標6】

者

全体の相談件数は前年

虐

度と横這いであるが、

待

相談内容の内訳では、

及

成年後見制度の相談件

び

数が大きく増加した。

在

これは

昨年度コロナ禍

宅

により減少したと思わ

生

れる件数が令和２年度

活

並に戻ったものと推測

破

する。全体的に令和２

綻

年度の内訳に近くなっ

ケ

て

いるが、地域福祉権

ー

利擁護事業やあんしん

ス

生活支援事業は、昨年

と

度増加したままの状況

し

が続いており、成年後

て

見制度に至らない支

援

通

への関心が高くなって

報

いる傾向が伺える。

2

さ

)達成状況と原因分析

れ

を踏まえた今後の方向

た

性

 　高齢者虐待対応

全

については、地域の虐

件

待対応ネットワークの

に

取り組みや地域包括支

つ

援センター等の関係機

い

関との連携強化を引

き



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

老人ホーム入所措置事業 高・高齢福祉課3759 216,662 31,179 247,841 現状維持 Ａ

成年後見制度利用支援事業 高・高齢福祉課3761 4,808 14,096 18,904 改善・変更 Ａ

成年後見制度利用助成事業 高・介護保険課4261 10,533 16,594 27,127 現状維持 Ａ

高齢者緊急一時保護事業 高・高齢福祉課21165 62,201 60,898 123,099 現状維持 Ａ

合計４事業 294,204 122,767 416,971

3)施施策の手段として位置付け



施

て実施していく。

■ 

策

生活保護受給世帯の子

の

どもへの支援について

概

は、有子世帯係（子ど

要

もがいる世帯のみを担

柱

当する係を中部第二福

立

祉課に新設。令和元年

て

度からモデル運用）の

8

成果を検証・分析し、

【

高等学校等中退率の抑

く

制を図る体制を構築し

ら

てい
方　　　針

く。

担

し

当 課 名 足福・生活保護

】

指導課（取りまとめ）

い

電 話 番 号 03-388

つ

0-6276 E-m

ま

ail seiho-s

で

idou @city

も

.adachi.to

健

kyo.jp

　稼働能

康

力がある被保護者につ

で

いて、ハローワーク足

住

立との協定に基づき「

み

生活保護受給者等就労

続

自立促進事業」や

「足

け

立就職支援コーナー」

ら

を活用した就労支援を

れ

展開している。

協働・

る

協創
の 取 組 み

【目標】

安

１　貧困をなくそう　

心

【ターゲット】1.3

な

　生活困窮者世帯や生

く

活保護世帯への生活を

ら

保障しながら自立支

援

し

を行い、貧困の連鎖を

施

終わらせる。
ＳＤＧｓ

策

が
【関連する理由】生

群

活保護制度の適正な実

名

施を行い健康で文化的

7

な最低限度の生活を保

高

障する。また、稼働能

齢

力のあ
目指す目標

る世

者

帯については、就労支

、

援や学習支援を行い経

障

済的自立を後押しして

が

いく。
（ターゲッ

【評

い

価】ハローワーク足立

者

や就労準備支援事業者

な

などと連携し、利用者

ど

に寄り添った支援を丁

の

寧に行ったことが、達

生

ト）との関
成率を上げ

活

ることができた要因だ

の

と考える。今後も、結

サ

果につながるよう支援

ポ

の提供を行っていく。

ー

連及び評価

　生活困窮

ト

者自立支援相談件数の

体

令和６年度目標値につ

制

いては、令和４年度実

を

績で達成したことから

充

5,400人から6,

実

5

備　　　考 00人に

す

上方修正した。

る

施 策 名 7.4 くらしやしごとに困っている人が、状況に応じた保障や支援を受けられる体制の強化・充実

■ くらしやしごとに困っている人に対しての相談・支援体制を強化・充実し、必要なサービスに適切につなげ、自

立を支援していく。

■ 生活保護受給世帯に対しては、健康で文化的な最低限度の生活を保障するとともに、必要な援助を行い、自立を

施策の方向 支援していく。

( 目 標 ) ■ 子どもがいる生活保護受給世帯に対しては、子どもの貧困対策に鑑み、必要な援助を行い、自立に向けた就学を

支援していく。

■ 相談者が抱える問題は、離職や減収といった経済的な問題だけでなく、傷病・障がい、精神疾患やDV、虐待、多

重債務、元ホームレスなど、多岐にわたっている。　

■ 福祉事務所やくらしとしごとの相談センターをはじめとした関係機関が連携を図り、必要な方に必要な支援が行

き届くよう支援していく。
現　　　状

■ 生活保護受給世帯に対する就労支援や子どもへの支援等を充実させることにより、自立を支援しています。

■ １人の相談者が複数の課題を抱えた相談や、家族を含めた相談ケースなどが増加しており、さらに庁内外の関係

機関と連携した支援を実施する必要がある。　

■ 生活保護受給世帯の就労支援については、「その他の世帯」（高齢者世帯・母子世帯・障がい者世帯・

足

傷病世帯

を除く世帯）

立

の就労率が、国の定め

区

るＫＰＩ（改革の進捗

　

管理や測定に必要とな

令

る指標）に達していな

和

い状況にある

ため、き

５

め細かい就労支援を行

年

う必要がある。
課　　

度

　題
■ 生活保護受給

施

世帯の子どもへの支援

策

については、高等学校

評

等中退率が、国・東京

価

都よりも高い状況にあ

調

るため、

子どもの状況

書

に応じた支援を行う必

(

要がある。

■ 生活困

令

窮者への支援は、的確

和

なサービスにつなげ、

４

本人の状況に応じた知

年

識や情報の提供及び助

度

言を行うととも

に、自

事

立に向けた就労支援・

業

学習支援等を関係機関

実

と連携しながら実施し

施

ていく。

■ 生活保護

)

受給世帯への就労支援

1

については、「その他

 

の世帯」に重点を置い



令和5年度
目　標　値標

目　標　値 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500
(4)

実　績　値 1,322 1,897 1,562 1,087 R6 1,500

達　成　率 88% 88% 126% 126% 104% 104% 72% 72% -

指標名 生活保護受給世帯の高等学校等の中退率　※低減目標　【成果指標】

定義等 生活保護受給世帯に属する高校生のうち、中退した者の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 4.5 4.5 4.5 4.4 4.2
(5)

実　績　値 5.6 4.2 3 4.9 R6 4

達　成　率 80% 71% 107% 95% 150% 133% 90% 82% -

指標名 有子世帯係における子どもの現認率（夏季休業期間）　【活動指標】

定義等 子どもがいる生活保護受給世帯のうち、直接子ども本人に対し現認を行った世帯の割合（令和元年度から実施）
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 95 95 98 98 98
(6)

実　績　値 93.9 97.8 95.8 97.6 R6 100

達　成　率 99% 94% 103% 98% 98% 96% 100% 98% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 56,806,776 61,762,005

人件費 3,322,653 3,307,871

総事業費 60,129,429 65,069,876

前年比(金額) △59,977,837 4,940,447

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 生活困窮者における就労等決定者数（就労決定・進路決定者数）　【成果指標】

定義等 生活困窮者自立支援相談（ハローワークへつなぎ）、就労準備支援、学習支援等の後に就労（進路）が決定した人数
指

単　位 人 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 270 300 250 340 300
(1)

実　績　値 294 229 264 269 R6 330

達　成　率 109% 89% 76% 69% 106% 80% 79% 82% -

指標名 生活困窮者自立支援相談件数　【活動指標】

定義等 生活困窮者自立支援相談件数
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 3,350 5,130 5,330 6,350 6,000
(2)

実　績　値 5,063 6,064 6,876 5,640 R6 6,500

達　成　率 151% 78% 118% 93% 129% 106% 89% 87% -

指標名 生活保護受給世帯の「その他の世帯」の就労率（稼動収入認定のある世帯の割合）　【成果指標】

定義等 生活保護受給世帯の「その他の世帯」のうち、就労している世帯の割合（稼動収入認定のある世帯の割合）
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 48 48 48 48 48
(3)

実　績　値 42.1 35.6 39.2 37.1 R6 50

達　成　率 88% 84% 74% 71% 82% 78% 77% 74% -

指標名 包括的就労支援事業利用者数　【活動指標】

定義等 生活保護受給世帯員のうち、包括的就労支援事業を利用した人数（令和元年度から事業実施）
指

単　位 人 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度



（

でなく、子どもの

変化

前

をいち早く察しやすく

年

なった。

　

2)達成状

度

況と原因分析を踏まえ

7

た今後の方向性

【指標

6

1・3・4】

　令和４

人

年度から、従来のくら

）

しとしごとの相談セン

、

ターと福祉事務所とで

就

別々だった就労支援事

労

業を一本化したことで

準

（包括的

就労支援）、

備

スケールメリットだけ

支

でなく、生活保護が廃

援

止になったとしても引

が

き続き就労支援の相談

8

が出来るなど、生活困

1

窮者

と生活保護受給者

人

間で切れ目のない支援

（

を行った。

　今後の目

前

標達成のために必要な

年

事は、事業者とスキー

度

ムが変更したことによ

9

り成果のあった点、な

2

かった点の分析を行う

人

ことで

ある。また、対

）

象者を事業へつなげる

、

手順の現場への定着、

子

メリットである相談先

ど

の明確化、切れ目のな

も

い支援などを活かし、

の

対

象者一人ひとりに応

学

じた個別プログラムに

習

よる支援のほか、就労

支

後の後追い支援（３か

援

月⇒１２か月へと延長

に

）の実施により、利

用

参

者に寄り添った就労支

加

援を行っていく。

　居

し

場所を兼ねた学習支援

た

事業では引き続き、子

中

どもを中心とした各機

学

関との連携体制を重視

3

し、家庭や保護者が抱

年

える課題も含

めて連携

生

して支援することで子

で

どもの進路実現を支援

高

していく。また、居場

校

所への定着が難しい子

等

どもには、居場所サポ

に

ート相談

員やケースワ

進

ーカーによる家庭訪問

学

などでその課題を探っ

し

ていくなど丁寧な支援

た

を行っていく。

【指標

生

2】

　令和６年度に向

徒

けて検討を進めている

が

「重層的支援体制」で

7

は、福祉部の窓口の在

6

り方や役割の検討に着

4

人

手している。これまで

（

のオンラインも含めた

前

相談体制（通常相談、

年

出張総合相談会、夜間

度

・休日相談窓口等）を

9

実施しつつ、複合的な

6

課題や狭間に埋も

れが

人

ちな課題を受け止める

）

相談窓口体制の構築の

で

検討を進め、さらなる

 

あ

情報発信の強化と悩み

っ

や困りごとを抱えた一

た

人でも多くの

区民が相

。

談支援につながるよう

コ

な仕組みづくりを進め

ロ

ていく。

【指標5,6

ナ

】

　令和5年4月1日

感

時点で高校生がいる有

染

子世帯は453世帯で

症

あり、そのうち22世

担

や

帯の子が高校中退とな

景

った。訪問回数を増や

気

し信頼

関係の構築をす

悪

ることや相手が求める

化

進路を達成するために

に

必要な支援を丁寧に行

伴

っていくことが中退を

う

未然に防ぐことに繋が

就

る

と考えている。この

労

ためにも更なる関係機

当

の

関との連携により支援

相

を厚くしていく必要が

談

ある。また、令和元年

者

度から中部第一福祉

課

増

・中部第二福祉課で運

加

用している有子世帯係

を

（子どもがいる世帯の

見

みを担当する係）での

込

成果を分析して得たノ

み

ウハウについて

は、福

部

、

祉事務所の他課にも共

本

有して一層の中退率抑

年

制を目指す。

度の目標値34

に

0人を設定したが、見

お

込みよりも就労関連の

け

相談者が伸びず、目標

る

値を下回る結果

となっ

評

た。目標値を下回った

価

ものの、働き先に困る

（

相談者は依然として多

部

く、本年度は即時に就

長

労先を希望する相談者

評

（ハローワ

ークとの連

価

携による支援112人

－

）が前年度に比べ増加

１

した。また、子どもの

次

学習支援では、中学校

評

やスクールソーシャル

価

ワーカー

等への事業周

）

知や情報共有を通じた

そ

連携により、54人の

の

生徒が利用につながっ

１

た。

【指標2】

　相談

1

件数の実績は目標値、

)

前年度比ともに下回っ

施

た。くらしとしごとの

策

相談センターへの相談

の

を受給申請の要件とす

達

る「新型コ

ロナウイル

成

ス感染症生活困窮者自

状

立支援金」の申請者減

況

少に伴い、相談件数が

と

減少したことが主な要

そ

因である。

【指標3,

の

4】

　新型コロナウイ

原

ルスの影響により、対

因

象となる「その他の世

の

帯」が前年度より17

分

5世帯増加した。一方

析

で、「就労による稼働

 

収

入を得ている世帯」

【

は昨年度とほぼ同数で

指

あったことから達成率

標

は減少した。

　また、

1

ハローワーク足立の有

】

効求人倍率が令和4年

　

12月まで1を下回っ

本

ている状況にあり、雇

年

用情勢が厳しい状況に

度

あったことも

達成率が

の

減少した要因と考えら

実

れる。

　包括的就労支

績

援事業について、生活

値

保護受給者においては

2

令和4年度から事業者

6

・事業場所が変わり、

9

利用者への周知などゼ

人

ロ

から始める必要があ

の

ったこと、コロナウイ

う

ルスの影響で就労意欲

ち

が向上しづらいことな

、

どから、目標値を下回

ハ

ったと考える。

【指標

ロ

5,6】

　夏季休業中

ー

の高校3年生について

ワ

、進路希望調査を行い

ー

学習塾や受験料などの

ク

貸付の提案をするなど

と

寄り添った支援を行っ

の

たも

のの、中退率の抑

連

制には繋がらなかった

携

。

　新型コロナウイル

に

スの影響下ではあった

よ

が、夏季休業中の子ど

る

もとの直接面談の実績

支

は向上した。直接面談

援

は令和元年度から実

施

が

しているが、国が定め

1

る訪問回数の2倍であ

1

る4回行ったことによ

2

り、有子世帯や子ども

人

との関係性を築くだけ



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

<<別紙の通り>>

合計２４事業 61,762,005 3,307,871 65,069,876

3)施施策の手段として位置付け



福祉 管

福

税世帯等への臨時特別

祉

給付金の支給事務【経

管

常
】

福祉管理課231

理

27 7,550,25

課

3 102,883 7,

3

653,136 休止・

6

終了 Ｃ

住民税非課税世

7

帯等への臨時特別給付

4

金の支給事務【投資
】

3

福祉管理課23140

理

4

21,197 83 21

,

,280 休止・終了 Ｃ

3

生活困窮世帯等への足

8

立区独自の臨時給付金

1

支給事務【経
常】

福祉

1

管理課23220 4,

5

914,599 46,

,

463 4,961,0

7

62 休止・終了 Ｃ

合計

6

２４事業 61,762

課

4

,005 3,307,

5

871 65,069,

0

876

,145 現状維

別紙

3

3

持

)施策の手段として位

Ｂ

置付けられる事務事業

応

の評価結果
事務事業 施

急

策への
事務事業名 事業

小

費 人件費 総事業費 課長

口

評価 担当課コ ー ド

資

貢献度

金貸付

6

事務 福祉管理課367

6

6 894 4,958 5

9

,852 現状維持 Ａ

福

1

祉事務所管理運営事務

,

足福・生活保護指導
課

2

3753 125,54

資 4

2 130,237 25

0

5,779 改善・変更

3

Ｂ

福祉事務所施設維持

4

補修事務 足福・生活保

,

護指導
課

3754 4,

7

342 5,559 9,

2

901 現状維持 Ｂ

宿泊

9

所・自立支援センター

3

等の共同管理事務 足福

5

・生活保護指導
課

37

金 ,

56 97,229 41

9

5 97,644 現状維

6

持 Ａ

母子父子自立支援

9

員等の活動事業 足福・

現

生活保護指導
課

375

状

7 285 57,344

維

57,629 現状維持

持

Ａ

中国残留邦人等生活

Ａ

支援事業 高・高齢福祉

旧

課3758 341,0

償

軍

48 24,812 36

人

5,860 現状維持 Ｃ

等

入院助産費給付事業 足

の

福・生活保護指導
課

3

援

765 25,453 3

護

2,690 58,14

及

3 拡充 Ｂ

生活保護費給

び

付事業施行事務 足福・

叙

生活保護指導
課

376

勲

6 423,194 61

還

伝

2,206 1,035

達

,400 現状維持 Ａ

生

事

活保護費給付事業 足福

務

・生活保護指導
課

37

福

67 46,367,4

祉

04 1,874,70

管

7 48,242,11

理

1 現状維持 Ａ

生活保護

課

法外援護費給付事業 足

3

福・生活保護指導
課

3

事

6

768 54,999 6

7

4,634 119,6

3

33 改善・変更 Ａ

低所

1

得者・離職者対策事業

3

足福・生活保護指導
課

6

4660 390 25,

4

552 25,942 現

,

状維持 Ａ

住居確保給付

1

金支給事業 足福・生活

2

保護指導
課

7119 5

務

9

4,304 43,44

4

0 97,744 現状維

,

持 Ａ

災害援護資金貸付

2

事務（国制度） 福祉管

6

理課13846 0 83

5

83 現状維持 Ｃ

災害援

縮

護資金貸付事務（都制

小

度） 福祉管理課138

Ｃ

66 0 83 83 現状維

行

持 Ｃ

生活困窮者自立支

福

旅

援事業 足福・くら相談

死

セン
タ

20845 34

亡

0,582 102,6

人

65 443,247 現

取

状維持 Ａ

母子生活自立

扱

支援事業 足福・生活保

法

護指導
課

21395 1

及

25,539 46,4

び

63 172,002 現

墓

状維持 Ａ

母子及び父子

祉

地

福祉資金貸付事務 福祉

埋

管理課21763 0 1

葬

1,596 11,59

法

6 現状維持 Ａ

生活困窮

に

者自立支援金の支給事

係

務【経常】 福祉管理課

わ

22906 1,278

る

,994 66,376

事

1,345,370 休

務

止・終了 Ｂ

住民税非課



施

い福祉に関連するネッ

策

トワークを拡充するこ

の

とで、身近な地域で相

概

談ができ必要なサービ

要

スの支援を受け
方　　

柱

　針
　られることによ

立

り、生活の質が向上す

て

ることを目指していく

8

。

担 当 課 名 福祉管理課

【

（取りまとめ）

電 話 番

く

号 03-3880-5

ら

871 E-mail f

し

-kanri@cit

】

y.adachi.t

い

okyo.jp

　民生

つ

・児童委員は地域で支

ま

援を必要とする人々と

で

行政機関との橋渡し役

も

である。民生・児童委

健

員等との協働・協創

を

康

進め、地域の中で相談

で

できる、支え合える地

住

域づくりを進める。

【

み

庁内協働】足立福祉事

続

務所、社会福祉協議会

け

、福祉部各課、災害対

ら

策課、絆づくり担当課

れ

、こころとからだの健

る

康

協働・協創 づくり課

安

、各保健センター、生

心

活環境保全課、子ども

な

政策課、こども支援セ

く

ンターげんきなど

の 取

ら

組 み

17 パートナー

し

シップで目標を達成し

施

よう【ターゲット:1

策

7.17】

　民生・児

群

童委員をはじめ、地域

名

・関係機関と協働・協

7

創を進めている。
ＳＤ

高

Ｇｓが
目指す目標
（タ

齢

ーゲッ
ト）との関
連及

者

び評価

備　　　考

、障がい者などの生活のサポート体制を充実する

施 策 名 7.5 民生・児童委員などとの連携強化等を通じ、地域で支え合う体制の充実

■　民生・児童委員等との協働・協創による地域の絆づくりを推進し、地域の中に相談できる人がいることを実感

　できる地域づくりを進めていく。

■　障がい者支援において地域の身近な支え手を増やすことで、より多くの人が支え合う地域づくりを推進してい

施策の方向 　く。

( 目 標 )

■　民生・児童委員は、住民からの相談・支援や高齢者・障がい者・生活保護受給世帯の訪問に加え、児童虐待や

　子どもの貧困世帯の見守り、避難行動要支援者への災害対応等多岐に渡る活動を行っている。

■　町会・自治会、民生・児童委員による高齢者の見守りにより、孤立のおそれのある方を早期に発見し、必要な

　行政サービスや地域活動につなげている。
現　　　状

■　障がい者が必要とする支援は、障がい種別により異なるが、身近な地域で障がい者が相談できる支援体制は、

　充足しているとは言えない状況である。

■　民生・児童委員の経験年数は計画策定時の平成27年は平均10年であったが、令和2年現在は7年と経験年数が減

　少している。また、民生・児童委員の欠員は解消せず、現民生・児童委員の負担増にもなっている。

■　血縁・地縁・社縁など人と人とのつながりが薄れ、社会的な孤立に陥りやすい社会環境がある

足

ため、町会・自

　治会

立

をはじめとした様々な

区

地域の主体と協働・協

　

創し、地域コミュニテ

令

ィを活性化する必要が

和

ある。

■　地域共生社

５

会を実現するために、

年

身近な地域の方々の障

度

がいに対する理解を深

施

め、必要な支援につい

策

て共に考
課　　　題

　

評

えていくことが必要で

価

ある。

■　経験年数の

調

短い民生・児童委員へ

書

の実践的な研修を厚く

(

実施することで活動し

令

やすくするとともに、

和

各地区会

　長との情報

４

共有を図り、欠員解消

年

への協力を依頼してい

度

く。

■　町会・自治会

事

等による調査をきっか

業

けに地域で自主的な声

実

かけや見守り活動を行

施

う団体を増やし、互い

)

に支え

　合う絆のあん

1

しんネットワークを強

 

化していく。

■　障が



標　値標
目　標　値 - - - 50 50

(4)
実　績　値 46.6 46.6 46.6 33.1 R6 50

達　成　率 0% 93% 0% 93% 0% 93% 66% 66% -

指標名 《主な活動指標②－1》民生・児童委員が扱う相談・支援件数【活動指標①-1の再掲】

定義等 民生・児童委員が毎月提出する活動記録から算出、年間延べ活動件数
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 60,000 60,000 60,000 60,000 58,000
(5)

実　績　値 48,298 29,155 30,489 36,815 R6 56,000

達　成　率 80% 86% 49% 52% 51% 54% 61% 66% -

指標名 《主な活動指標②－２》障がい関連ネットワークの開催回数

定義等 障がい関連ネットワークの開催回数
指

単　位 回 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 31 31 45 45 45
(6)

実　績　値 26 17 47 60 R6 45

達　成　率 84% 58% 55% 38% 104% 104% 133% 133% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 771,439 860,847

人件費 157,589 149,072

総事業費 929,028 1,009,919

前年比(金額) △2,227,300 80,891

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 《成果指標①》家族・友人・知人以外に何かあった時に相談する相手がいる高齢者の割合

定義等 足立区高齢者等実態調査における何かあった時の相談相手（家族・友人・知人以外）の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 58.8 59.2 59.6
(1)

実　績　値 57.7 57.7 57.7 58 R6 60

達　成　率 0% 96% 0% 96% 98% 96% 98% 97% -

指標名 《主な活動指標①－1》民生・児童委員が扱う相談・支援件数

定義等 民生・児童委員が毎月提出する活動記録から算出、年間延べ活動件数
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 60,000 60,000 60,000 60,000 58,000
(2)

実　績　値 48,298 29,155 30,489 36,815 R6 56,000

達　成　率 80% 86% 49% 52% 51% 54% 61% 66% -

指標名 《主な活動指標①－２》「わがまちの孤立ゼロプロジェクト」実施団体数

定義等 高齢者実態調査等をきっかけに自主的な見守り活動を開始した町会・自治会等の数
指

単　位 団体 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 94 98 102 115
(3)

実　績　値 94 95 96 105 R6 110

達　成　率 0% 85% 101% 86% 98% 87% 103% 95% -

指標名 《成果指標②》家族や行政以外に、相談できる相手がいる障がい者の割合

定義等 家族や行政以外に、相談できる相手がいる障がい者の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　



結

　コロナ禍においても

果

、必要な連携を図るた

（

め、Web会議やWe

速

b形式と集合形式の併

報

用による会議など、開

値

催方法を工夫しながら

）

実

施した。

　精神障が

は

い者にも対応した地域

5

包括ケアシステムの構

8

築に係るワーキンググ

.

ループの設置など、新

0

たな課題への取り組み

％

もあり

、目標値を大き

と

く上回り活動すること

目

ができた。

2)達成状

標

況と原因分析を踏まえ

値

た今後の方向性

　コロ

を

ナ禍により、各種活動

達

が制限され、目標の達

成

成に影響が生じた。そ

で

の中でも、様々な周知

き

方法や実施方法に工夫

な

等を重ねて

目標の一部

か

は達成した。長引くコ

っ

ロナ禍により、絆や人

た

間関係が希薄化し、社

。

会的な孤立に陥りやす

　

い無縁社会とも呼ばれ

コ

る社会

環境に拍車がか

ロ

かっている状況である

ナ

。

　民生・児童委員や

禍

町会・自治会をはじめ

に

、様々な地域の主体と

お

の連携を強化し、見守

い

り活動等をさらに充実

て

させることにより、

地

、

域に相談できる人がい

民

ることを実感できる地

生

域づくりを進める。ま

・

た、各種ネットワーク

児

の強化や支援の充実を

童

図ることにより

、地域

委

の支え手を増やし、多

員

くの人が支え合う地域

の

づくりを推進していく

活

。

動をはじめ、町会・自治会活動

4

などが制限されている

 

。それにより、地域の

担

中で相談で

きる相手に

当

出会う機会が減ってい

部

るため、指標の向上は

に

厳しい状況であるが、

お

以前と変わらずに推移

け

した。次回の令和7年

る

度に新

たに高齢者等実

評

態調査を行うため、よ

価

り連携を強化し機会が

（

増えるような地域づく

部

りを進める。

【主な活

長

動指標①－１】

　36

評

,815件と目標を大

価

きく下回った。コロナ

－

禍のため、対面相談や

１

訪問が制限されたこと

次

に加え、各種事業や会

評

議・研修の中止等

によ

価

り目標を下回ったもの

）

である。コロナ禍でも

そ

実施できる方法で新た

の

に取り組んでおり、指

１

標は向上しているが、

1

従来の活動と

比較する

)

と難しい。活動の制限

施

がなくなった場合は目

策

標値に近づくと考えら

の

れる。

【主な活動指標

達

①－２】

　高齢者実態

成

調査結果報告会や町自

状

連会議での周知等によ

況

り、新規登録が9団体

と

あり、登録数は105

そ

団体となり目標を上回

の

った。

　敬老祝い時の

原

見守りや見守りパトロ

因

ールなどにより地域の

の

見守りを実施し、気が

分

かりな高齢者がいた場

析

合は地域包括支援セン

【

タ

ーに情報提供を行っ

成

ている。

　今後も、高

果

齢者実態調査の実施等

指

を通じてわがまちの孤

標

立ゼロプロジェクトへ

①

の登録を働きかけ、町

】

会・自治会と地域包括

　

支援

センターとの関係

3

づくりの橋渡しを行い

年

、町会・自治会活動の

に

支援を行っていく。

【

1

成果指標②】

　障がい

度

福祉計画策定のため、

実

3年に1度実施する実

施

態調査結果に基づく指

す

標である。令和4年度

る

の調査では33.1％

高

と前回調査の46.

6

齢

％を下回る結果となっ

者

た。相談できる人がい

等

ないと回答した人が1

実

0.8％と高く、地域

態

における相談体制の構

調

築が課題となってい

る

査

。　

【主な活動指標②

に

－１】

　36,815

基

件と目標を大きく下回

づ

った。コロナ禍のため

く

、対面相談や訪問が制

指

限されたことに加え、

標

各種事業や会議・研修

で

の中止等

により目標を

あ

下回ったものである。

る

コロナ禍でも実施でき

。

る方法で新たに取り組

令

んでおり、指標は向上

和

しているが、従来の活

4

動と

比較すると難しい

年

。活動の制限がなくな

度

った場合は目標値に近

調

づくと考えられる。

【

査

主な活動指標②－２】



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

福祉管理事務 福祉管理課3660 34,429 52,749 87,178 拡充 Ｂ

足立区社会福祉協議会への運営費助成事務 福祉管理課3661 557,124 1,659 558,783 現状維持 Ａ

地域福祉振興基金積立金 福祉管理課3662 128,443 830 129,273 現状維持 Ａ

福祉関係施設改修事業【経常】 福祉管理課3664 1,525 415 1,940 現状維持 Ｂ

ボランティアセンターの管理運営委託事務 福祉管理課3665 22,996 2,489 25,485 現状維持 Ａ
地域保健福祉推進協議会の運営及び地域保健福祉計画の策
定事務

福祉管理課3667 1,311 5,808 7,119 現状維持 Ａ

民生委員推薦会運営事務 福祉管理課3670 673 5,638 6,311 現状維持 Ａ

民生・児童委員活動支援事業 福祉管理課3671 72,987 36,368 109,355 現状維持 Ａ

足立区保護観察協会への助成事務 福祉管理課3672 1,124 4,129 5,253 現状維持 Ａ

苦情解決委員会運営事業 高・高齢福祉課3684 708 5,799 6,507 現状維持 Ａ

社会福祉法人認可及び指導監査事務 福祉管理課17209 3,427 24,891 28,318 現状維持 Ａ

福祉サービス第三者評価事業 高・介護保険課21748 36,100 8,297 44,397 現状維持 Ａ

合計１２事業 860,847 149,072 1,009,919

3)施施策の手段として位置付け



施

adachi.tok

策

yo.jp

　協働・協

の

創の視点に基づくベジ

概

タベライフ協力店、民

要

間企業、ヘルスボラン

柱

ティア等との事業展開

立

で、自ずと野菜

を摂取

て

できる環境整備に取り

8

組んでいく。

　民間企

【

業とがん対策に関する

く

連携協定を締結し、区

ら

民の方へ区のがん検診

し

の案内や申し込みへの

】

協力、がん講座の

協働

い

・協創 開催等により、

つ

区民のがんに関する正

ま

しい知識の啓発や、が

で

ん検診受診率向上に取

も

り組んでいる。

の 取 組

健

み 　また、10月の乳

康

がん月間では、がん経

で

験者（がんサバイバー

住

）や民間企業と連携し

み

、乳がん検診の啓発を

続

行ってい

る（令和2～

け

3年度は、新型コロナ

ら

ウイルス感染拡大によ

れ

り講演会等のイベント

る

は中止したが、ポスタ

安

ー･チラシによ

る啓発

心

等を実施）。

３すべて

な

の人に健康と福祉を

「

く

野菜を食べやすい環境

ら

づくり」を進めること

し

で、区民が意識しなく

施

ても自然と野菜を摂取

策

することができ、健康

群

寿
ＳＤＧｓが

命の延伸

名

・健康格差の縮小につ

8

ながる。
目指す目標

　

健

がん罹患率が増加する

康

年代より若い年齢層に

寿

対する受診勧奨を強化

命

し、受診率向上を図る

の

ことで、がんの早期
（

延

ターゲッ
発見・早期治

伸

療につながり、区民の

を

健康維持・健康寿命の

実

延伸に寄与していく。

現

ト）との関
連及び評価

す

備　　　考

る

施 策 名 8.1 住んでいると自ずと健康になれる仕組みの構築

　健康寿命の延伸に向け、糖尿病対策に重点を置き、区民が野菜を食べやすい環境づくりを進め、野菜摂取量の増加

を図っていく。また、区民のがん検診の受診状況を把握し、効果的な受診勧奨を進めていく。

施策の方向
( 目 標 )

　令和2年の健康寿命は、平成22年に比べ男女ともに約2歳延伸し、東京都平均との差は男性1.83歳、女性1.61歳まで

縮小した。

　ベジタべライフ協力店は、624店舗（平成27年）から815店舗（令和元年）に増加した。

　「がん検診の制度が分かりにくい」と答えた人の割合は、平成26年度28.2%（衛生部調査）から令和元年度
現　　　状

12.3%(世論調査）に改善されている。

　区のがん検診受診率は減少傾向にあるが、会社や個人で検診を受けている場合など、区民全体の受診状況が把握で

きていなかった。

　野菜から食べている区民割合は増加したが、推定平均野菜摂取量は横ばいであるため、学校保健、地域保健での啓

発に加え、事業所などの職場領域における産業保健への啓発を進めていく必要がある。

　世論調査によって、今まで見えなかったがん検診の受診状況を把握し、受診率の低い世代に重点的に受診勧奨を進

めていく必要がある。

　区のがん検診だけでなく、区民全体の受診向上を図るための啓発が必要である。
課

足

　　　題

　ベジタベラ

立

イフ協力店を増やす等

区

の環境整備に加え、働

　

き世代を対象にした元

令

気な職場づくり応援事

和

業(健康

経営）を通じ

５

て、野菜摂取量の増加

年

をはじめとした生活習

度

慣の改善につなげてい

施

く。

　世論調査の質問

策

を見直して区民全体の

評

がん検診の受診状況を

価

把握し、受診率が低い

調

年代や性別などにター

書

ゲットを

絞った啓発や

(

受診勧奨を実施してい

令

く。

　早期発見・早期

和

治療による治療費の負

４

担軽減など、がん検診

年

を受診することのメリ

度

ットを広く周知し、受

事

診意欲の
方　　　針

向

業

上に努めていく。

担 当

実

課 名 こころからだ課（

施

取りまとめ）

電 話 番 号

)

03-3880-54

1

33 E-mail ke

 

nkou@city.



のがん検診を受診した区民の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 50 50 50 50
(5)

実　績　値 - 38.3 38.1 37 R6 50

達　成　率 0% 0% 77% 77% 76% 76% 74% 74% -

指標名 【活動1-5】自宅や職場などの身近な場所で運動・スポーツを行う区民の割合【施策3-3の再掲】

定義等 世論調査で「自宅や職場及びその周辺」で運動・スポーツに取り組む区民の割合【施策3-3の再掲】
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 45 71
(6)

実　績　値 - - - 69 R6 73

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 153% 95% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 726,140 724,353

人件費 372,376 365,903

総事業費 1,098,516 1,090,256

前年比(金額) 66,270 △8,260

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】区民の健康寿命（男性）

定義等 厚生労働省健康寿命算定プログラム、平均自立期間の年齢
指

単　位 歳 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 77.49 - - 78.9 -
(1)

実　績　値 77.49 - - 78.41 R6 78.9

達　成　率 100% 98% 0% 0% 0% 0% 99% 99% -

指標名 【活動1-1】あだちベジタベライフ協力店登録数

定義等 あだちベジタベライフ協力店登録数
指

単　位 店舗 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 800 900 900 900 900
(2)

実　績　値 815 910 875 827 R6 900

達　成　率 102% 91% 101% 101% 97% 97% 92% 92% -

指標名 【活動1-2】元気な職場づくり応援事業支援事業所数（累計）

定義等 元気な職場づくり応援事業支援事業所数（令和元年度からの累計）
指

単　位 事業所 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 1 5 10 15 20
(3)

実　績　値 - 5 5 10 R6 25

達　成　率 0% 0% 100% 20% 50% 20% 67% 40% -

指標名 【活動1-3】区民の１日あたりの推定平均野菜摂取量

定義等 区民の１日あたりの推定平均野菜摂取量
指

単　位 ｇ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 270 280 290 300 300
(4)

実　績　値 221 229 219 233 R6 320

達　成　率 82% 69% 82% 72% 76% 68% 78% 73% -

指標名 【活動1-4】この一年間で何らかのがん検診を受診した区民の割合

定義等 世論調査で何らか



よ

9％と目標値を大きく

り

上回っている。原因分

、

析として、ジム離れな

H

どが進む一方、自宅な

2

ど身近な

ところで取り

2

組める運動・スポーツ

年

が定着してきていると

に

推察される。※令和５

比

年度、６年度の目標値

べ

について、令和４年度

男

の実

績値に基づき上方

女

修正した。

2)達成状

と

況と原因分析を踏まえ

も

た今後の方向性

指標(

に

1)【成果1】糖尿病

健

対策に重点を置き、活

康

動指標1から3に掲げ

寿

た内容を達成させ、糖

命

尿病を重症化させない

が

取組や健診の受診

勧奨

約

を強化し、区民の健康

2

寿命の延伸を実現する

歳

。

指標(2)【活動1

延

-1】ベジタベライフ

伸

協力店については、新

し

規開拓及びのぼり旗等

た

のメンテナンス委託を

が

行い、質の向上及び店

、

舗数

増を図る。また、

目

飲食店に加え、日常的

標

に利用するスーパーや

値

弁当販売店等との連携

に

を強化する。

指標(3

は

)【活動1-2】令和

達

4年度で支援満了とな

し

った5事業所の成功事

な

例（定期健診での肥満

か

割合が5%減など）を

っ

区ホームページや健

康

た

経営講演会等で紹介し

。

、健康経営の必要性を

※

広く周知する。また、

　

コロナの感染状況や4

指

年度末に選定した5事

標

業所の支援状況を

考慮

(

しながら、9月以降に

1

あだち広報やワークラ

)

イフバランス推進認定

に

企業等に声掛けを行い

つ

、新規5～10事業所

い

の募集を行う。

指標(

て

4)【活動1-3】保

：

健センターの健診や教

令

室の他、食育月間や糖

和

尿病月間を通じて、積

2

極的に働き世代が集ま

年

る場に出向き、測

定会

の

等を実施し気づきを促

健

す。また食育月間及び

康

糖尿病月間イベントを

4

寿

通じて、ベジタベライ

命

フ協力店や北足立市場

を

等と連携し、

野菜摂取

令

量アップに向けた取組

和

みを進める。

指標(5

4

)【活動1-4】がん

年

の早期発見・早期治療

に

には、がん罹患率が増

算

加する年代より若い年

出

齢から受診することが

 

し

重要である。特

に子宮

た

頸がん、乳がんは若い

数

世代から罹患率が上が

値

るため、引き続き、2

。

0歳代からの若い年齢

※

の女性をターゲットに

　

女性がんのリ

ーフレッ

女

ト型受診券の送付やＳ

性

ＮＳ等を活用したがん

数

検診啓発などにより受

担

値

診勧奨を強化していく

は

。

指標(6)【活動1

下

-5】スポーツ振興課

記

より施策3-3　コロ

の

ナ禍の行動制限をきっ

と

かけに、身近なところ

お

でスポーツを楽しむ区

り

民に対

して、より定着

で

を図っていく。読書や

あ

文化活動との連携によ

当

る

るスポーツを入口とし

。

ない「ちょいスポ」の

令

考え方を取り入れた事

和

業

に力点を置き、運動

2

・スポーツを行う視野

年

を広げていく。

　実績値

部

82.99歳（R6目

に

標値83.3歳に対し

お

て達成率99%）

指標

け

(2)【活動1-1】

る

8店舗の新規登録があ

評

ったが、56店舗が減

価

り、全体で減少となっ

（

た。コロナ禍で職員に

部

よる新規開拓も充分に

長

行えない中、閉店等で

評

脱退となる店舗が増え

価

てしまった。

指標(3

－

)【活動1-2】コロ

１

ナ禍で令和3年度は新

次

規事業所募集を見合わ

評

せ、4年度上半期も新

価

型コロナウイルス感染

）

拡大のため、募集

時期

そ

が予定より後ろ倒しと

の

なったものの、新たに

１

5事業所を選定できた

1

が、目標値を下回った

)

。

指標(4)【活動1

施

-3】上半期は健康教

策

室が実施できなかった

の

ので、野菜クイズ動画

達

等を活用した啓発を行

成

なった。区民まつり等

状

のイ

ベントは中止とな

況

ったが、食育月間には

と

おいしい給食事業と連

そ

携し飲食店やスーパー

の

、コンビニ等での啓発

原

を行ったり、糖尿病月

因

間にはスポーツ振興課

の

と連携しベジタベと運

分

動の啓発を行った。さ

析

らに元気な職場づくり

指

応援事業や40歳前の

標

健康づくり健診、商

店

(

街や図書館等で、推定

1

野菜摂取量が測定でき

)

るベジチェックを活用

【

した啓発を行なった。

成

その結果、食習慣調査

果

による推定野菜

摂取量

1

は、昨年度と比較する

】

と男女とも増加した（

平

男性R3：202g→

成

R4：229g、女性

2

R3：231g→23

5

7g）が、依然として

年

目標を下回っ

ている。

に

指標(5)【活動1-

開

4】令和2年度から世

始

論調査の設問を新設し

さ

、がん検診受診状況を

れ

指標とした。令和4年

た

度「何らかのがん検診

「

を受

診した」と回答し

糖

た割合は37.0％で

尿

、令和3年度より1.

病

1ポイント減少した。

ア

長引く新型コロナウィ

ク

ルス感染症の感染拡大

シ

の影響が

考えられ、目

ョ

標達成に至らなかった

ン

。性別、年代の受診傾

プ

向では、男性は60歳

ラ

代、70歳代が約4割

ン

、女性は40歳代、5

」

0歳代が5割を

超えて

を

高いが、20歳代は男

推

性1割以下、女性は約

進

2割で男女ともどの年

す

代より低い傾向であり

る

、令和2年度からほぼ

こ

変わらない結果

であっ

と

た。

指標(6)【活動

に

1-5】達成状況は6



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

栄養指導推進事業 足立保健所中央本町
保総課3844 578 25,569 26,147 現状維持 Ａ

食育推進事業 こころからだ課3845 3,476 33,691 37,167 現状維持 Ａ

歯科保健活動事業 データヘルス課3847 4,824 39,454 44,278 拡充 Ａ

歯周病予防事業 データヘルス課3848 38,701 17,275 55,976 現状維持 Ａ

健康あだち２１推進事業 こころからだ課3849 7,159 69,037 76,196 拡充 Ａ

がん検診事業 データヘルス課3853 425,804 33,468 459,272 改善・変更 Ａ

上乗せ項目健康診査事業 データヘルス課3856 151,844 2,489 154,333 拡充 Ａ

健康増進健康診査事業 データヘルス課5190 15,146 2,489 17,635 拡充 Ａ

こころといのちの相談支援事業 こころからだ課15447 10,673 19,893 30,566 拡充 Ａ

若年者の健康づくり事業 データヘルス課19809 34,140 45,331 79,471 改善・変更 Ａ

糖尿病予防健診事業 データヘルス課21354 22,936 4,149 27,085 改善・変更 Ａ

糖尿病対策事業 こころからだ課21364 8,173 64,761 72,934 現状維持 Ａ

データヘルス推進事業 データヘルス課21712 899 8,297 9,196 拡充 Ａ

合計１３事業 724,353 365,903 1,090,256

3)施施策の手段として位置付け



施

水準の向上を推

進して

策

いく。
方　　　針

担 当

の

課 名 衛生管理課（取り

概

まとめ）

電 話 番 号 03

要

-3880-5891

柱

E-mail e-ka

立

nri@city.a

て

dachi.toky

8

o.jp

　足立区医師

【

会、東京都足立区歯科

く

医師会、足立区薬剤師

ら

会、東京都柔道整復師

し

会足立支部等と協働す

】

ることにより

医療提供

い

体制の安定的な確保に

つ

取り組んでいる。

協働

ま

・協創
の 取 組 み

　令和

で

4年1月に開院した大

も

学病院や、今後、医療

健

・介護・健康の拠点と

康

して整備する「すこや

で

かプラザ　あだち」に

住

より、区民が安心する

み

地域医療の充実、健康

続

的な生活の確保に寄与

け

するものと考える。
Ｓ

ら

ＤＧｓが
【SDG's

れ

ﾀｰｹﾞｯﾄ】3.1

る

、3.2、3.6、3

安

.8
目指す目標
（ター

心

ゲッ
ト）との関
連及び

な

評価

備　　　考

くらし

施 策 群 名 8 健康寿命の延伸を実現する

施 策 名 8.2 地域における保健・医療体制の充実

　休日・夜間における医療体制の確保や、東京女子医科大学附属足立医療センターの連携を通じて、安心して暮らせ

る医療体制の充実を図る。

　さらなる区民サービス向上のために、地域保健活動の拠点となる保健所・保健センターの適正な管理運営を推進す

施策の方向 る。

( 目 標 ) 　新しい生活様式に対応するため、ＩＣＴを活用した健康保持・増進事業を推進する。

　区民の医療不安をなくすため、年間100％の休日応急診療事業等の開設を実施しているほか、一般の歯科診療所に

おいて治療が困難な年間370名程度の障がい児が継続的に診療できる場を提供している。

　地域の医療需要や社会情勢を東京女子医科大学附属足立医療センターの運営に反映させることで、安心できる医療

体制の充実を図っている。
現　　　状

　保健所の適正な管理運営と保健衛生事業の円滑な推進を確保するため、東部を除く保健センター等の窓口業務を委

託している。

　いつでも安心して受診できる医療体制を維持するためには、医療従事者の安定確保が課題となっている。また、高

度かつ専門的な医療の機能を有する東京女子医科大学附属足立医療センターの運営等に当たり、地域との緊密な連携

及び永続的かつ健全な経営を図る必要がある。

　保健センター等窓口の委託により、業務の可視化・標準化を促進し

足

ているが、区民が求め

立

る待合時間の短縮など

区

引

き続き業務水準のレ

　

ベルアップが必要であ

令

る。
課　　　題

　新し

和

い生活様式に見合った

５

サービスの提供として

年

、保健センター等業務

度

のＩＣＴ化を検討し、

施

区民の課題解決と負

担

策

軽減を図るための業務

評

革新を推進する必要が

価

ある。

　引き続き区民

調

が安心して利用できる

書

医療体制づくりのため

(

、医療従事者の安定し

令

た確保に向け、各師会

和

等関係機関

との連携を

４

強化し安定した開設を

年

目指すほか、令和4年

度

1月に開院した東京女

事

子医科大学附属足立医

業

療センターとの連

携を

実

推進する。

　区民の利

施

便性を一層高めるため

)

、受託事業者と調整し

1

、保健センター業務の

 

さらなる効率化、業務



　標　値
(5)

実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 5,753,231 3,079,008

人件費 369,279 410,180

総事業費 6,122,510 3,489,188

前年比(金額) 4,107,328 △2,633,322

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 「安心して受診できる医療機関が身近にある」と感じている区民の割合

定義等 世論調査
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 68 68 68 68 68
(1)

実　績　値 65.4 66.8 66 66.3 R6 70

達　成　率 96% 93% 98% 95% 97% 94% 98% 95% -

指標名 休日応急診療所における開設予定日数に対する実際に開設できた日数の割合

定義等 全ての診療予定日で診療しているかにより、地域の医療基盤の充実を測る
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 100 100 100 100 100
(2)

実　績　値 100 90 100 100 R6 100

達　成　率 100% 100% 90% 90% 100% 100% 100% 100% -

指標名 窓口アンケートにおける窓口の「要件終了までの時間」が早いと感じている区民の割合

定義等 窓口アンケートにおける窓口の「要件終了までの時間」が早いと感じている区民の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 91 93
(3)

実　績　値 86.7 88.9 89.8 92 R6 93

達　成　率 0% 93% 0% 96% 0% 97% 101% 99% -

指標名 委託従事者の業務習熟度

定義等 委託従事者の業務習熟度
指

単　位 点 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 3.1 3.4
(4)

実　績　値 3.05 2.75 3 3.4 R6 3

達　成　率 0% 102% 0% 92% 0% 100% 110% 113% -

指標名

定義等
指

単　位 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目



サ

日医療体制を確保して

ー

いく。

  また、令和

ビ

２年度から休止してい

ス

る竹の塚休日応急診療

の

所の準夜間帯の診療に

充

ついて、医師会・薬剤

実

師会と協議しながら診

を

療再

開を調整していく

図

。

【指標3】お待ちさ

っ

れているお客様には積

て

極的に用件を聞き、可

い

能な限りその場での対

る

応や、待ち時間の見込

。

みを伝える等の工夫

を

令

講じ、従事者の業務習

和

熟度をより向上させる

３

などの業務改善を図っ

年

ていくことで、要件終

度

了までの時間短縮に繋

に

げられるよう委

託事業

比

者と協議を行っていく

べ

。

【指標4】委託従事

0

者の業務習熟度につい

.

て、引き続き平均3点

3

以上が維持できるよう

ポ

、委託業者と情報共有

イ

を適宜行い、より満足

ン

度の高い窓口対応にな

ト

るよう連携していく。

上がり、同水準を維持している。実績値については、過去の傾向から

4

年度によって多少上下

 

するため、

引き続き、

担

動向を注視していく。

当

【指標2】新型コロナ

部

ウイルス感染対策を講

に

じるとともに、医師会

お

・薬剤師会と協議しな

け

がら、スタッフの増員

る

など柔軟に対応し

たこ

評

とで、予定どおり開設

価

することができた。ま

（

た、令和２年度から休

部

止していた準夜間帯に

長

おいて、令和４年９月

評

４日から足立

区医師会

価

館での診療を再開する

－

ことができた。

【指標

１

3】要件終了までの時

次

間が早いと感じている

評

割合は92％で、令和

価

3年度から2.2ポイ

）

ント上がった。お客様

そ

の要望に応じた案

内や

の

詳細な説明を丁寧に行

１

いながらも、迅速な対

1

応を心掛けるようスタ

)

ッフ同士の声かけや互

施

いのフォローを意識す

策

るようにした

ことが要

の

因と考えられる。

【指

達

標4】委託従事者の業

成

務習熟度は平均3.4

状

点で、令和3年度から

況

0.4点上がった。各

と

センター従事者は原則

そ

３年間で入れ替わるた

の

め、これまで都度立て

原

ていた採用計画につい

因

て、毎年度必ず長期的

の

な採用計画を立て、毎

分

月人事会議で見直しを

析

行うよう改善した

こと

【

で、従事者の入れ替わ

指

りによる業務習熟度の

標

低下抑制が図られてい

1

る。

2)達成状況と原

】

因分析を踏まえた今後

休

の方向性

【指標1】引

日

き続き各師会と密に連

応

携・情報共有を行いな

急

がら、「安心して受診

診

できる医療機関が身近

療

にある」と感じている

事

区民

割合の向上を図る

業

ため、休日応急診療や

や

平日夜間小児初期救急

平

診療を着実に開設し、

日

区民の医療不安解消に

夜

努めていく。

　また、

間

令和４年度は東京女子

小

医科大学附属足立医療

児

センターへ高度かつ専

初

門的な医療の機能を有

期

する先進高額医療機器

救

の導入経

費を補助し、

急

区民が安心できる医療

診

基盤の整備を図った。

療

引き続き、関係医療機

事

関、地元住民代表等が

業

参加する「東京女子医

等

科大

学附属足立医療セ

の

ンター運営及び地域連

実

携協議会」において、

施

足立医療センターの運

、

営等に関して地域との

各

緊密な連携及び永続的

医

かつ健全な経営を図っ

療

ていく。

【指標2】新

機

型コロナウイルス感染

関

症の５類移行後におい

等

ても、引き続き感染対

の

策を徹底し、休日応急

案

診療所を確実に開設す

内

るこ

とで、安定した休



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

保健衛生一般管理事務 衛生管理課3815 19,729 44,363 64,092 現状維持 Ａ

衛生統計事務 衛生管理課3817 1,520 10,616 12,136 現状維持 Ｂ

衛生関係施設改修事務 衛生管理課3821 1,061,800 18,668 1,080,468 拡充 Ａ

足立保健所管理運営事務【経常】 衛生管理課3822 421,135 199,381 620,516 現状維持 Ｂ

足立保健所施設維持補修事務 衛生管理課3823 16,599 18,826 35,425 現状維持 Ｂ

大気汚染健康障害医療費助成事務 衛生管理課3824 903 11,596 12,499 現状維持 Ａ

公害認定・補償給付等事務 衛生管理課3825 30,081 36,487 66,568 現状維持 Ａ

公害補償給付費支払事務 衛生管理課3826 840,543 8,297 848,840 現状維持 Ａ

公害保健福祉・予防事業 衛生管理課3827 3,024 17,909 20,933 現状維持 Ａ

難病対策事業 保健予防課3843 652 27,443 28,095 現状維持 Ａ

休日応急診療事業 衛生管理課3857 111,754 4,978 116,732 現状維持 Ａ

障がい児歯科診療事業 衛生管理課3858 35,163 2,489 37,652 現状維持 Ａ

平日夜間小児初期救急診療事業 衛生管理課3859 35,784 1,659 37,443 現状維持 Ａ

大学病院施設等整備基金積立金 衛生管理課21493 321 830 1,151 休止・終了 Ａ

大学病院整備事業 衛生管理課21999 500,000 6,638 506,6

3

38 休止・終了 Ａ

合計

)

１５事業 3,079,

施

008 410,180

施

3,489,188

策の手段として位置付け



施

.4「2030年まで

策

に、非感染性疾患によ

の

る若年死亡率を、予防

概

や治療を通じて3分の

要

1減少させ、精神
ＳＤ

柱

Ｇｓが
保健及び福祉を

立

促進する。」　3.8

て

「すべての人々に対す

8

る財政リスクからの保

【

護、質の高い基礎的な

く

保健サービス
目指す目

ら

標
へのアクセス及び安

し

全で効果的かつ質が高

】

く安価な必須医薬品と

い

ワクチンへのアクセス

つ

を含む、ユニバーサル

ま

・ヘル
（ターゲッ

ス・

で

カバレッジ（UHC）

も

を達成する。」
ト）と

健

の関
【関連する理由】

康

国民皆保険制度の根幹

で

をなす国民健康保険制

住

度、後期高齢者医療制

み

度を持続的・安定的に

続

運営する
連及び評価

こ

け

とは、全ての人がいつ

ら

でも安全で質の高い医

れ

療を利用できることに

る

繋がるため。【評価】

安

保険料の収納率向上や

心

ジ

ェネリック医薬品の

な

普及率向上などを通じ

く

、制度を持続的・安定

ら

的に運営することがで

し

きた。

備　　　考

施 策 群 名 8 健康寿命の延伸を実現する

施 策 名 8.3 持続可能な医療保険制度の運営

■ 国民健康保険・後期高齢者医療制度の保険給付の適正化や保険料収納率の向上により、持続可能な運営を図る。

施策の方向
( 目 標 )

■ 少子・超高齢社会の進展により、国民健康保険の被保険者と保険給付は減少傾向にある。

■ 後期高齢者医療制度の被保険者と保険給付は、75歳到達に伴う後期高齢者医療制度への移行により増加傾向にあ

　る。

■ 医療技術の高度化等により区民一人あたりの保険給付は国民健康保険・後期高齢者医療制度ともに増加傾向にあ
現　　　状

　る。

■ 様々な滞納整理の取組みにより、国民健康保険料、後期高齢者医療保険料の収納率が向上し、いずれも23区順位

  が上昇した。

■ 保険給付の負担が重くなり過ぎないために、適正な医療給付が必要である。

■ 保険給付の抑制のため、適正受診に向けての区民への丁寧な説明が必要である。

■ 国民健康保険料、後期高齢者医療保険料の滞納整理の取組みのほか、滞納とならないためのさらなる工夫や取組

　みが必要である。

課　　　題

■ 健診部門である部署と連携し、生活習慣病の予防のため、特定健診や後期高齢者医療健診のさらなる受診率向上

　による生活習慣改善と保険給付の抑制を図る。

■ ジェネリック医薬品のさらなる利用促進、重複服薬、薬のもらい過ぎなどいわゆるポリファーマシーの防止等

足

、

　保険給付の適正化

立

に向けての対策とわか

区

りやすいＰＲを行って

　

いく。

■ 国民健康保

令

険料、後期高齢者医療

和

保険料の適正賦課及び

５

厳正な滞納整理や納期

年

内納付の推進により収

度

納率の向上
方　　　針

施

　を図る。

担 当 課 名 国

策

民健康保険課（取りま

評

とめ）

電 話 番 号 03-

価

3880-5851 E

調

-mail kokuh

書

o@city.ada

(

chi.tokyo.

令

jp

　所得情報は課税

和

課、特定健診・特定保

４

健指導の計画策定及び

年

実施はデータヘルス推

度

進課、国保加入喪失手

事

続き及び

保険料の収納

業

は各区民事務所等、そ

実

れぞれ連携して取り組

施

んでいる。

協働・協創

)

の 取 組 み

【目標】3 

1

すべての人に健康と福

 

祉を

【ターゲット】3



後期高齢者医療の一人あたりの療養諸費
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 101 100.8 100.6 100.4 100.2
(4)

実　績　値 103.8 104.7 105.4 105.4 R6 100

達　成　率 97% 96% 96% 96% 95% 95% 95% 95% -

指標名 【活動2-1】後期高齢者医療健診の受診率

定義等 後期高齢者医療健診対象者のうち、後期高齢者医療健診を受診した者の割合
指

単　位 % 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 60 61 55 55 56
(5)

実　績　値 52.6 49.8 50.6 51.1 R6 70

達　成　率 88% 75% 82% 71% 92% 72% 93% 73% -

指標名 【活動2-2】ジェネリック医薬品の使用率（後期高齢者医療制度）

定義等 後発医薬品の数量／（後発医薬品のある先発医薬品の数量＋後発医薬品の数量）
指

単　位 % 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 80 81
(6)

実　績　値 76.8 78 78.1 79 R6 82

達　成　率 0% 94% 0% 95% 0% 95% 99% 96% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 100,004,449 103,367,038

人件費 286,633 288,780

総事業費 100,291,082 103,655,818

前年比(金額) 1,920,451 3,364,736

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】 国民健康保険の一人あたり療養諸費（東京都平均を100としたときの指数で対比）【低減目標】

定義等 都内区市町村国民健康保険の一人あたり療養諸費を100としたときの足立区国民健康保険の一人あたりの療養諸費
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 103.9 103.9 103.4 103 102.5
(1)

実　績　値 103.1 105.2 105.3 105.3 R6 102.1

達　成　率 101% 99% 99% 97% 98% 97% 98% 97% -

指標名 【活動1-1】特定健診の受診率

定義等 特定健診対象者のうち、特定健診を受診した者の割合　※令和４年度は暫定値（法定報告値未発表のため）
指

単　位 % 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 50 53 55 57 60
(2)

実　績　値 42.6 39.1 41.3 42 R6 60

達　成　率 85% 71% 74% 65% 75% 69% 74% 70% -

指標名 【活動1-2】ジェネリック医薬品の使用率（国民健康保険）

定義等 後発医薬品の数量／（後発医薬品のある先発医薬品の数量＋後発医薬品の数量）
指

単　位 % 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 80 81
(3)

実　績　値 77.2 78.3 78.6 79.8 R6 82

達　成　率 0% 94% 0% 95% 0% 96% 100% 97% -

指標名 【成果2】 後期高齢者医療制度の一人あたりの療養諸費（東京都平均を100としたときの指数で対比）【低減目標】

定義等 都内後期高齢者医療制度の一人あたり療養諸費を100としたときの足立区



。

者）による啓発リーフ

一

レットの送付や区によ

人

る被保険者あて送付用

あ

封筒、あだち長寿医療

た

だよりによる啓発、薬

り

剤師会から薬局・患者

の

へのジェネリック医薬

療

品使用の働きかけなど

養

により、３年度比で0

諸

.9ポイントの増加と

費

なった。

2)達成状況

（

と原因分析を踏まえた

推

今後の方向性

　被保険

計

者の高齢化、医療の高

額

度化等により、国民健

）

康保険、後期高齢者医

は

療制度の一人あたり医

、

療費は年々増加の一途

医

を辿って

いる。それに

療

伴い、保険料の上昇に

の

よる被保険者への負担

高

および保険給付費の増

度

による保険者への負担

化

は年々大きくなってい

や

る。

このような状況の

被

中で、国民皆保険制度

保

を持続的、安定的に運

険

営していくために、特

者

定健診および後期高齢

の

者医療健診の受診率向

高

上やジェネリック医薬

齢

品の使用率向上などを

化

通じた保険給付の適正

な

化や、自主納付の促進

ど

、滞納処分の適正な執

に

行等を通じたさら

なる

伴

保険料収納率の向上に

い

取り組んでいく。

　ま

、

た、制度に対する区民

足

の理解と協力が必要不

立

可欠であり、引き続き

区

「国保のてびき」や「

は

国保だより」、「あだ

3

ち長寿医療だ

より」、

8

「東京いきいき通信」

2

による周知等、区民へ

,

の丁寧な説明を行って

1

いく。

96円（３年度比9,47

4

6円、2.54％増）

 

、東京都平均は362

担

,904円（３

年度比

当

8,997円、2.5

部

4％増）となった。足

に

立区の一人あたり療養

お

諸費が東京都平均を超

け

えている主な要因は、

る

足立区は70歳以上の

評

被保険者が全体の19

価

％を占め、都平均の1

（

8.3％を上回ってい

部

るためと考えられる。

長

【指標２】４年度の特

評

定健診受診率は、目標

価

未達成であった。年度

－

当初は新型コロナウイ

１

ルス感染症の新規感染

次

者数が減少傾向に

あっ

評

たため、３年度の受診

価

率を上回ったものの、

）

夏以降の感染拡大によ

そ

り健診の受診控えが発

の

生したことで受診者数

１

が減少し、コ

ロナ禍前

1

の元年度の受診率まで

)

には回復しなかった。

施

【指標３】４年度のジ

策

ェネリック医薬品の使

の

用率は、数量ベースで

達

79.8％となり、僅

成

かに目標未達成となっ

状

たが、２年度以来の前

況

年度比1ポイントを超

と

える伸びとなった。コ

そ

ロナ禍以降続いていた

の

原材料不足や一部の後

原

発医薬品製造企業の製

因

造管理の不備等に

よる

の

供給不足に改善が見ら

分

れてきたことが要因と

析

考えられる。

【指標４

【

】４年度の実績値は1

指

05.4（３年度比で

標

増減なし）となり、目

１

標未達成であった。一

】

人あたりの療養諸費（

４

推計額）は、

４年度診

年

療報酬改定や医療の高

度

度化などにより、足立

の

区は908,252円

実

（３年度比13,26

績

6円、1.48％増）

値

、東京都平均は861

は

,543円（

３年度比

1

12,797円、1.

0

51％増）となった。

5

【指標５】４年度の後

.

期高齢者医療健診受診

3

率は、目標未達成であ

（

った。年度当初は新型

３

コロナウイルス感染症

年

の新規感染者数が

減少

度

傾向にあったため、３

比

年度の受診率を上回っ

で

たものの、夏以降の感

増

染拡大により健診の受

減

診控えが発生したこと

な

で受診者数が

減少し、

し

コロナ禍前の元年度の

）

受診率までには回復し

と

なかった。

【指標６】

な

４年度のジェネリック

り

医薬品の使用率は、数

、

量ベースで79％とな

目

り、目標未達成であっ

標

た。依然として後発医

未

薬品の供

給停止や出荷

達

調整が続き、代替後発

成

医薬品の入手が困難な

で

状況にあったことが要

あ

因と考える。しかしな

っ

がら、東京都後期高齢

た

者医

療広域連合（保険



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

国民健康保険保険基盤安定制度 国民健康保険課3593 3,655,712 3,319 3,659,031 現状維持 Ａ

国民健康保険特別会計繰出金 国民健康保険課3594 4,119,969 830 4,120,799 縮小 Ａ

後期高齢者医療特別会計繰出金 高齢医療年金課3597 9,528,048 830 9,528,878 現状維持 Ａ

広域連合負担金支出事務 高齢医療年金課10458 15,841,612 11,616 15,853,228 現状維持 Ａ

国民健康保険資格・賦課事務 国民健康保険課10460 313,846 33,271 347,117 改善・変更 Ａ

国民健康保険保健事業 国民健康保険課10500 535,274 31,280 566,554 現状維持 Ａ

国民健康保険給付事務 国民健康保険課10519 60,805,169 49,865 60,855,034 改善・変更 Ａ

国民健康保険庶務事務 国民健康保険課10520 7,257,158 62,642 7,319,800 現状維持 Ａ

後期高齢者医療給付事務 高齢医療年金課21156 867,576 50,675 918,251 現状維持 Ｂ

後期高齢者医療管理運営事務 高齢医療年金課21157 438,145 41,133 479,278 現状維持 Ａ

保健事業と介護予防の一体的実施事業費支出事務 高齢医療年金課22929 4,529 3,319 7,848 現状維持 Ｂ

合計１１事業 103,367,038 288,780 103,655,818

3)施施策の手段として位置付け


